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在宅介護支援センターの位置と役割

Position and Role in Home Care Center

Ⅰ.はじめに

本研究は､今後全国的に展開される在宅介護支

援センターの機能と役割を､設置間もない時点で

の位置づけを明らかにすることによって､今後の

在宅福祉の ｢かなめ｣となりうる内容を先駆的に

分析 ･研究したものである｡平成元年12月に策定

された ｢高齢者保健福祉推進十か年戦略｣(高齢

者福祉十か年ゴールドプラン)の中の一つとして

位置づけられた､新しい相談 ･援助機閑である在

宅介護支援センターを研究対象とし,まとめたも

のである｡

研究の全体像をいくつかの特徴的分析視点とし

て､以下のような整理をすることができようO

第-は､在宅介護における相談 ･援助機関とし

て､在宅介護支援センターがどの様な役割や機能

を持っているかを調査を通して現状を明らかにす

ることである｡具体的には､最初に調査に先立っ

て､ゴールドプランに位置づけられた在宅介護支

援センターが全国に設置されつつあるなかで､設

置にいたる経緯及び背景について､在宅介護支援

センター設置要綱の内容を参考に現状を整理する｡

また､在宅介護支援センター連絡協議会による全

国調査の報告を参考に､その一般的特徴について

も整理しておきたい｡

また､この研究では､在宅介護支援センターの

一般的な動向を単に既存の調査による数量的な把

握をするだけではなく､全国のどこにでもある一

般的な人口規模と地域を想定して､その地域をイ

ンテンシブに調査することによって､在宅介護支

援センターの具体的な状況をできるだけ詳細に明

らかにすることが重要であると考える｡その理由

として､在宅介護支援センターが設置される地域

は､大都市や地方都市､農山村地域など多様な地
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域の中学校区に1カ所ずつに設置が予定されるの

であるから､少なくともいくつかの典型となり得

る地域の調査が必要となってこよう｡本来であれ

ば､これらの典型となるべき地域をそれぞれ選定

して調査をする事が必要であるが､現状では､在

宅介護支援センターは設置されて間もないことも

あり､調査によって十分なデータが得られる可能

性は少ないと考えられよう｡そこで､本研究にお

いては､このような限られた条件を考慮して､ど

この都道府県にもありそうな中間的都市 (地石都

市)を想定して調査対象を設定し､しかも設置し

てから一定の期間を経た実績を持っていることが

条件となる｡今後全国的に設置される在宅介護

支援センターの機能や役割を具体的に検討する場

合には､以上のような条件を最大限満たす地域を

調査対象として考えることとした｡このような点

に配慮しながら､また物理的な条件をも考慮して､

典型的地方都市である調査地城として長野県の

松本市を選定し､現在全国でもっとも多く設置さ

れている特別養護老人ホームを母体施設とした在

宅介護支援センターを対象に調査研究を進めるこ

ととした｡

第二は､在宅介護支援センターの相談内容と

それへの対応を前述の松本市の在宅介護支援セ

ンターを例に数量的に検討している｡その際､

できるだけ客観的なデータをまず把握するために､

相談記録カー ドから基本的事項を抜き出し数量化

することとした｡さらに､相談記録カードの相談

内容及び相談への対応について把握するため､項

目を類型化し､これについてもできるだけ数量化

することができるように事前に相談記録カー ドに

目を通し､具体的な分類項目を例示することとし

た｡

第三は､在宅介護支援センターが相談 ･援助を

行う民間の機関とされており､公的福祉機関､特
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に福祉事務所との関連や他機関との連携の重視と

いう点から､その現状と課題について検討 ･整理

することとした｡

ⅠⅠ.在宅支援セ ンターの設置 とその動向

1.在宅介護支援センターの動向

(I) 在宅介護支援センターの内容とその位置

在宅介護支援センターは､平成元年12月に策定

された高齢者保健福祉推進十か年戦略 (ゴール ド

プラン)におけるデイサービス､ショー トステイ､

ホーム-ルプの各サービスの充実と､これらの在

宅福祉サービスを円滑に援助を必要 としている

人に対して結びつけていく機能を担うためにの

センターということができよう｡具体的には､

在宅福祉サービスの整備目標を掲げ､サービスの

量的拡充､サービス供給主体の多様化等に対応す

るため､｢介護で困っている家庭に必要なサービ

スが的確に結びつけられ積極的に利用されるため

のソフト面での仕組みを強化する｣という視点か

ら､在宅介護支援センターが位置づけられている｡

以下では､具体的に在宅介護支援センターの運

営及び採択方針等の実施に関する諸点について整

理しておくこととする｡

在宅介護支援センター運営事業の ｢実施要綱｣

によれば､その目的は､在宅の雇たきり老人の介

護者に対して､在宅の介護を可能にできるような

相談を行うことが期待されている｡具体的には､

ゴール ドプランに代表される在宅福祉サービスや

施設入所のサービスなどを断片的に利用 ･活用す

るのではなく､保健 ･福祉サービスの視点から､

介護者や老人のニーズにあったサービスが､行政

機関やサービス実施機関等との円滑な連絡調整の

もとで利用できるような相談 ･援助機能を果たす

ことが求められている新しい機関であるといえよ

う｡

(2) 在宅介護支援センターの実施主体

在宅介護支援センターの事業を実施する主体は

市町村とされているが､これは､老人福祉法に規
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定されている ｢老人福祉に関する相談に応じ､必

要な調査及び指導を行い､並びにこれらに付随す

る業務を行うこと｣(老人福祉法第五条の四第二項

第二号)の内容を具体化したものである｡さらに､

この内容は､｢介護支援相談｣として市町村の直

接相談及び指導を､｢居宅において介護を受ける

老人及び養護者に関わるものであって特別に専門

的知識及び技術を必要とするものについては､当

該市町村の設置する老人デイサービスセンターそ

の他の厚生省令で定める施設の職員に行わせ､又

はこれを当該市町村以外のものの設置するこれら

の施設に委託することができる｣(老人福祉法第六

条2)とされている｡さらに､実施要綱では､こ

の事業の運営の全部または一部を適切な事業運営

が確保できると認められる地方公共団体､社会福

祉法人､及び医療法人に委託することができると

している｡しかし､当初の ｢在宅介護支援センタ

ー運営事業の採択方針について｣(平成2年5月11

日老福第90号大臣官房老人保健福祉部老人福祉課

長通知)では､設置の条件をかなり厳しくしてお

り､以下に掲げる項目内容を満たす特別養護老人

ホーム､老人保健施設及び病院等に設置すること

ができると定められている｡

A.特別養護老人ホームに併設する場合

(1) 地域の在宅保健福祉サービスの拠点として

十分な実績とノウ-ウを持っていること

(2)協力連携関係 (市町村､民生委員､社会福

祉協議会､保健医療福祉関係者及びボランテ

ィア等)が得られること

(3)ショー トステイ及びデイサービス事業 (刺

用人負､家族介護者教室等)を適正に実施し

ていること

(4)当該併設施設 (法人)が家庭奉仕員派遣事

業を受託しているか､平成2年度に受託予定

であること

(5) (4)及び(5)の事業の利用者の処遇に必要な情

報の記録､管理､活用が適正であること

(6) 施設の入所老中痴呆性老人が相当程度の割

合を占め､処遇についての十分な知識､経験､

技術を有すること

(7) 市町村の在宅サービスの適用申請の経由機

関としての実績のあること
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B.新設施設の場合の要件

(1) Aの(1)の要件を満たし､設置する法人が従
来の施設運営から在宅保健福祉サービスの拠

点の活動のノウ-ウを生かし､(2)､(3)､(5)､

(6)､(7)の要件を満たすことが予定できること

(2)(4)については､平成3年度までに受託する

ことが見込めること

C.在宅介護支援センターの業務等に関する要件
(1) 有能なソーシャルワーカー又は保健婦､及

び看護婦又は介護福祉士が配置できること

(2)24時間を通して､緊急相談に対しても適切

な助言､関係機関等-の連絡及びショートス

テイのベッドの緊急活用等の対応

(3) 相談や介護機器の展示に必要なスペースの

確保

(4) 市町村との業務の連携､保健､福祉､医療

の各分野の関係機関､団体との連携のネット

ワークの構築

D.老人保健施設､病院等に併設する場合

原則として､特別養護老人ホームへ移設する

場合と同様の機能が確保できると認められる場

合とする (具体的な要件は別途指示)

E.実施する市町村に関する要件

高齢者サービス調整チームが有効に機能して

いること

以上のように､当初設定された在宅介護支援セ

ンターの採択方針の内容は､個別具体的で非常に

きびしい条件のもとに位置づけられていた｡

しかしながら､このようなきびしい採択方針に

よって在宅介護支援センターを設置することがで

きた施設は､全国的にみても当初計画からみると

かなり少数で､結果的に地域における先駆的活動

を行っている施設に限られることになった｡その

後この採択方針は､｢介護支援センター運営事業

の採択方針について｣(平成3年9月9日 厚生省

大臣官房老人保健福祉部老人福祉計画課長通知)

により採択方針の内容が緩和され､変更の要点を

整理すると､以下の内容にまとめることができる｡

採択方針改正の要点 (平成3年9月改正)

ケ ー ス 改 正 前 改正後

新 設 法 人 デイサービス等の在宅サービス事業の実績がないため認めず 諾める

既設法人の僻 法人自体に在宅サービス事業の実績があ 諾める

設施設が新設 れば認めるが､実績がなければ認めず

老人保健施設病院 デイケア又は適所リ-ビリテ-シヨン事業の実績があれば認めるが､実績がなければ認めず 諾める

新設法人等の運営の担保策の導入

(丑市町村からの適切な後方支援体制の確保

②職員の事前研修等による業務遂行能力の確保

(D特別養護老人ホームは､ショー トステイ及び

デイサービス事業を適正に実施しており､ホ

ーム-ル7サ ービス事業を受託または受託予

定のあることが原則とされている｡

(卦老人保健施設､病院の場合は､デイケアまた

は適所によるリ-ビリテ-ション事業を実施

していることを原則とし､特に病院の場合は､

訪問看護事業を継続的な事業として実施する

予定があることも原則とされている｡

③共通する事項としては､協力連携関係 (市町

村､民生委員､社会福祉協議会､保健医療福

祉関係者及びボランティア等)が得られるこ

と､在宅の要介護老人の介護者に対して､介

護に関する研修や啓発のための事業の実施､

事業利用者の処遇に必要な情報の記録､管理

及び活用の適切化､市町村の在宅サービスの

適用申請の経由機関となること､運営により

在宅保健福祉サービスの拠点として活動が期

待されること｡

このような採択方針の変更は､もともと在宅介

護支援センターが中学校区に1カ所をめざしてい

ることからもわかるように､量的な普及が必要な

こと､在宅介護支援センターの全国的組織ができ

ることによって相互の連絡調整が可能になってき
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図 1 在宅介護支援センターのシステム
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資料:シルバー新報編｢在宅介護支援センターノ､ンドブック'93｣環境公害新聞社､1992年､11頁｡

たこと､新設の施設をつ くる際に在宅介護支援セ

ンターを併設したいという希望が多いことなどが

大きな理由であったと思われる｡また､老人保健

図2 在宅介護支援センターと
訪問看護ステーションとの関わり

施設や病院については､新しく施設整備費の国庫

補助がなされることになり､従来､自前の資金でな

ければ設置できないという条件が緩和されたこと

により､在宅介護支援センターを併設し易い条件

整備が整うようになった｡そのため､これまでは､

特別養護老人ホームに併設の在宅介護支援センタ

ーに片寄 りがみられたが､市町村が実施計画する

｢地域老人保健福祉計画｣に在宅介護支援センター

が位置づけられており､保健､医療面の専門的機能

を重視するということから､老人保健施設や病院

についても在宅介護支援センターの設置を行いや

すいように変更されると考えられる (図1及び図

2参照)0

(3) 実施施設と利用対象者

実施施設は､この事業の特徴である在宅福祉サ

ービス (ゴール ドプランに位置づけられた在宅の

三本柱)や要介護老人に対する保健､医療サービ
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ス (訪問看護､訪問リ-ビリ､デイケア等)の実

施機関との連携をめざした運営が重視されている｡

さらに､24時間体制の相談が支援センターの一つ

の重要な柱とされており､介護を行っている家族

への援助という従来の行政機関では行うことが困

難な問題への積極的な対応が強調されている｡

利用対象者は､前述の実施施設の特徴とも関わ

って､65歳以上の身体が虚弱又は寝たきりもしく

は痴呆等の為に日常生活をする事に支障のある者､

及びこれらの人を抱えて介護を行っている家族等

が対象となっている｡

(4) 在宅介護支援センターの事業内容と運営体制

事業内容は､①地域の要介護老人の実態把握と

公的保健福祉サービスの広報､利用の啓発 ②介

護に関する総合的相談(電話 ･面接相談等) ③公

的保健福祉サービスの利用申請手続きの便宜及び

適用の調整 ④要援護老人及びその世帯の介護ニ

ーズの評価と処遇'のあり方等に関する諸資料の作

成(市町村の公的サービスの円滑な適用) ⑤家族

や相談協力員からの連絡に対しては､訪問等によ

り在宅介護方法の指導 ･助言 ⑥介護機器の展示､

紹介､選定､使用方法等の相談 ･助言 ⑦相談協

力員への研修､情報交換等日常的な連絡調整の実

施 ⑧在宅介護支援センター運営協議会の定期的

開催などとされている｡

全体としての特徴は､在宅介護支援センターが

地域に積極的に出向いていくことが前提ちされて

いると同時に､公的な保健福祉サービスのいわば

コーディネー ト的事業内容が掲げられているo

次に､職員の配置については､在宅介護支援セ

ンターの管理責任者を定めると同時に､(》ソーシ

ャルワーカー又は保健婦一人 ②看護婦又は介護

福祉士一人 を常勤で配置することとされている｡

また､上記の①及び②の組み合わせは､その職貞

配置における福祉関係職種と保健医療関係職種の

組み合わせによる配置が特に強調されている｡

在宅介護支援センター事業の実施にあたって

は､従来の公的保健福祉機関が実施していた業務

との関係性から連携という視点で詳細に規定され

ているが､ここでは､その特徴的な点について整

理しておくこととする｡

第1は､この事業が市町村の委託事業であると

いうことから､行政との協議に基づく年間及び月

間の事業計画を定め､夜間等の緊急の相談に備え

るため関係機関 (具体的には併設施設や病院､消

防若等)との協議を行うものとされている｡第2

は､公的サービスの利用申請についてである｡従

来は､市町村がサービスの利用の申請については

すべて対応していたが､緊急時も含めて､対応手

順の協議を前提にその取扱いに便宜をはかること

とされている｡第3は､相談を受けた世帯に関す

る記録の整理及び確保について特に強調されてい

る｡その内答は､当該世帯に対する基本的事項､

支援 ･サービス計画の内容と実施状況､処遇目標

の達成状況と今後の課題等についての台帳の作成･

管理､これに基づく継続的支援及び処遇の適切な

実施が求められている｡第4は､職員体制につい

てである｡支援センターは､24時間の相談対応が

求められているが､そのためには､従来の8時な

いし9時から夕方の5時までという勤務体制を弾

力化して､フレックス勤務体制を原則に住民の相

談にあたることが求められている｡

最後に､在宅介護支援センターの設置に伴う運

営方式について整理しておくことにしよう｡第1

は､運営協議会の設置についてである｡この協議

会は､事業計画や事業実施上の問題を協議するこ

とを目的に設けられており､行政の老人福祉､保

健､医療担当部門の長及び保健所の代表者､福祉

事務所 ･地域医師会 ･市町村社協の代表者及び老

人福祉施設 ･老人保健施設の長､民生委員の代表

者､支援センター所長等で構成される｡第2は､

相談協力員の配置についてである｡協力員は､地

域活動団体 (老人クラブ､自治会､婦人会等)の

役員及び地元の商店､薬局､郵便局といった介護

する家族との接触の機会が多いと想定される地域

の人を運営協議会の意見をもとに決められる｡こ

の相談協力員は､福祉サービスや支援センタ-の

紹介を行うとともに､サービスの広報とその積極

的な活用の啓発を業務とすることとされており､

協力員の委嘱は､市町村が行うと規定されている｡
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2.在宅介護支援センターの現況 とその動向

(1) 全国調査からみた在宅介護支援センターの実態

全国の在宅介護支援センターは､平成5年9月

現在､1191カ所が設置されている｡設置母体別で

は､特別養護老人ホームに863カ所､老人保健施

設に165カ所､病院に107カ所､その他56カ所とな

っている｡設置個所の特徴は､設置個所の多いと

ころでは大阪53カ所､熊本48カ所､東京45カ所､

兵庫44カ所である｡また､設置個所の少ないとこ

ろでは､山梨3カ所､鳥取8カ所､北海道及び福

島10カ所などであるが､指定都市の横浜市､大阪

市､神戸市､福岡市では一つも設置されていない｡

このように､都道府県､指定都市を含めて､在

宅介護支援センターは､地域によってかなり設置

数に偏りのあることがわかる｡

また､在宅介護支援センターの設置施設数だけ

ではなく､母体施設によっても偏りがあり､病院

に設置された在宅介護支援センターがない県は､

秋田､山梨､岐阜､滋賀､京都､奈良､和歌山､

鳥取､島根､徳島､佐賀､及び京都府と広島市を

除くすべての指定都市で設置されていない｡また､

老人保健施設に設置されていない都道府県は､特

別区を除くと東京､島根であるo このような数字

を見てみると､全国的には大都市地域での設置が

遅れている一方､地方では偏りがあるものの設置

が着実に進められており､このような傾向は当分

続くと思われる1)0

ここでは､全国社会福祉協議会の在宅介護支援

センター調査研究委員会によって実施された ｢全

国在宅介護支援センター実態調査報告(速報)｣を

参考に､全国的な動向についてまとめておくこと

にしたい2)(調査に基づく表は､本論文の最後にま

とめて示している)｡調査対象は､平成 4年度ま

でに国庫補助対象となった在宅介護支援センター

(798カ所)を対象に､平成5年3月未実現在宅介

護支援センターもしくは平成4年度1年間の実績

について調査票の回答を求めた結果である｡調査

の回収状況は､平成5年7月末日で416施設(回収

率52.1%)である｡ちなみに､このように回収率

の悪いのは､設置間もない施設が多いことに起因
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すると思われるが､このような調査の場合には､

実績についての項目が多いため回答できないこと

によることも予想されることを付言しておく｡

在宅介護支援センターは市町村の委託事業とさ

れていることはすでに述べたとおりであるが､そ

の具体的な設置根拠は､市町村の設置 (運営)要

綱にもとづ くものが69.7%ともっとも多い(表1)0

また､委託先の運営主体は社会福祉法人(77.2%)

がもっとも多く､医療法人13.7%である(表2)0

これは､当初の支援センター設置についての条件

が厳しいことからもたらされた結果といえるが､

2年前の調査の5.4%から9.7%そして今回の13.7

%と全体の1割以上になり､着実に増加してきて

いるOこの結果は､支援センターの母体施設別の

結果にも現れており､特別養護老人ホームを母体

に設置されているものが74.2%､老人保健施設

14.2%､病院8.2%の順となっている(表3)｡

運営主体が実施している在宅サービスの内容で

は､設置要項に関連して､ショー トステイサービ

スが全体の91.1%､デイサービス81.0%､ホーム

-ルプサ-ビス58.7%であるOそのほか､訪問給

負 (配食)サービス40.6%､訪問入浴サービス

58.9%､訪問看護(指導)25.0%､デイケア23.1%､

機能訓練31.3%などが在宅サービスとしてあげら

れている(表4)｡また､訪問看護ステーションの実

施状況では､実施している (予定も含む)と回答

したのは58カ所 (13.9%)でまだ全体からみると

少数であるが､今後設置母体の医療法人が増加す

るに従い増加していくものと思われる(表5)｡

在宅介護支援センターの利用対象者の範囲 (複

数回答)は､ねたきり老人97.8%､ 痴呆性老人

97.1%､一人暮らし老人96.9%､高齢者のみ世帯

95.2%､子供夫婦と同居世帯85.1%などとなって

いる(表6)｡しかし､この調査からは､施設全体

の対象者の割合や家族介護者の利用といった個別

の状況については明確ではない｡

支援センターの職員配置の状況では､この調査

結果から見るとソーシャルワーカーと看護婦の組

み合わせの多いことがわかる(表7)｡注目すべき

は､社会福祉士の資格を持つソーシャルワーカー

が53人(前々臥 前回調査では14人及び53人)と増

加していることであろうo 支援センターの先の説

明でも述べたが､24時間体制を譲っているものの､
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フレックスタイム制を導入しているところは11.5

%にすぎず､実際の夜間の職員体制は､母体施設

の夜勤者が施応しているところが62.5%､施設職

員と支援センターの職員を一体にした夜勤体制で

行っているところが27.4%となっている(表8)0

このように､現実には､24時間体制の内容は不十

分なものであるといえようが､その背景には､支

援センターの二人体制の職員状況では､どうして

も母体施設に頼らざるを得ない現状を示したもの

ということもできよう｡そのため､夜間態勢の工

夫として､ポケットベルの使用34.6%､転送電話

の利用17.3%など､現状での問題に対する工夫を

行っていることも重視すべきであろう(表9)｡

相談状況については､平均52.54ケース(1カ月

平均)で､電話18.98､来所16.27､訪問17.29ケー

スとなっている｡相談者の割合は､家族が30.55ケ

ースで全体の6割近くを占め､ついで本人10.78ケ

ース (20.5%)となっている(表10)0

申請の代行という点から公的保健福祉サービス

の利用申請 (代行)手続き状況については､ショ

ー トステイ､デイサービスが全体の90%台､ホー
ム-ルプサービスの83.9%となっている(義ll)｡

また､この点に関連して､利用申請書を支援セン

ターに常備しているところは247カ所(89.4%)と

なっている(表12)｡これは､母体施設が特別養護

老人ホームの割合が高く､施設の在宅福祉サービ

スにつながる相談が多いことと関係があるといえ

よう｡訪問看護指導は16.4%であり､老人保健施

設､病院を母体とするセンターの場合に､同様に

利用できるサービスの助言から申請手続きにつな

がっていく経路が読み取れる｡

このような在宅介護支援センターの相談内容と

サービスへの結びつきは､一面では前述の施設の

持つサービスとのつながりに重点が置かれており､

市町村という広域の視点から､行政との関係性に

ついて見ておくことにしたい｡具体的には､対応

手順や範囲等は特に定めず､必要に応じ協議し対

応をしている場合が308カ所(74.0%)と圧倒的に

多い(表13)｡行政の窓口が開いている時間に利用

申請等についてマニュアルを定めて手続きを行っ

ているところが22.4%､休 日･夜間 ･緊急時の場

合のマニュアルを定めているところは14.4%であ

った｡このような傾向は､設置間もないセンター

があることからもたらされた面もあろうが､必要

に応じて定めるとしているところが62.7%で､今

後､市町村との連携や相談内容等を含めて､何ら

かのマニュアルの作成や相談内容等を含めて､何

らかのマニュアルの作成や申請代行といった内容

についての詳細な調整を必要とするように思われ

る(表14)｡

支援 ･サービス計画立案およびサービスの適用

調整 (ケースマネジメント)の機能に関しては､

たいていマニュアル化された基準があり､その路

線に沿って対応している｡また緊急 ･夜間対応に

関しては､対応者が母体施設の当直者に変わる場

合も多く､とくにマニュアルや研修によって問題

を取りこぼさないように工夫をしている｡

通常は､とくに母体施設の在宅サービス利用可

能性については併設支援センターで把握されてお

り(66.6%)､他機関 ･施設の利用可能状況につい

ての把握はやや低 く(24.5%)他機関 ･施設につ

ないだ場合のその後のケース把握状況も不十分な

値 (35.1%)となっている(表15)0

介護機器については､展示 ･紹介 ･斡旋はどの

支援センターでも効果をあげており､おむつ､車椅

子･歩行器･杖､調理･食事自助具等の展示の平均は

67.4%となっている(表16)｡機器選定については､

センターで独自に選定する場合が92.10/.と圧倒的

に多く､販売 ･紹介の方法については､カタログ

を置きメーカーを紹介する(78.6%)､業者委託に

よる (62.0%)､購入できる近 くの店を紹介する

(36.5%)の順であり､法人内の売店で直販販売

は14.2%と少ない(表17､18)｡

運営協議会の構成､開催状況等については､運

営協議会を設置しているところが64.7%､設置し

ていない (調整中)が35.3%で3分の2が設置し
ている(表19)｡構成員は民生委員､老人福祉施設､

老人福祉行政担当､社協､保健行政担当､保健所､福

祉事務所､医師会､医療行政担当､老人保健施設な

どの要綱等を反映したメンバー構成である(表20)0

高齢者サービス調整チームとの関係では､チー

ムに参加はしているが､その半数が運営協議会と

関連をもっておらず､参加していない ところ も

22.1%ある(表21)｡このことは､市町村における

高齢者サービス調整チームの実情とパラレルな関

係にあることを意味すると思われ､今後の大きな
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課題ということができよう｡

相談協力員については､設置しているところが

3分の2 (69.2%)で､後のセンターは調整中で

ある(表22)｡前述のように､民生委員 (74.6%)

が圧倒的に多く､老人クラブ､自治会､商店､郵

便局などもあるがきわめて少ないのが実状である

(表23)｡また相談協力員の確保については､行政

が確保した(58.3%)､行政と支援センターが協力

して確保した(36.1%)､支援センターが独自に確

保した(13.5%)､支援センターと福祉関係団体と

が協力して確保した (5.9%)の順となっており､

行政の指示､影響力の大きいことがわかる｡

以上､全国調査をもとに在宅介護支援センター

の現況 ･動向を概観してきた｡ここでの特徴は､

第1に､在宅介護支援センターの母体施設が特別

養護老人ホームに偏っているため､母体施設との

関わりが多く見られることであろう｡第2は､市

町村の委託事業であるという点から､行政主導的

な部分もまだ存在しており､しかも要綱に拘束さ

れがちな枠組みを持っており､支援センターが地

域の実情にあった運営を進めていくには､今後の

経験や積極的な他機関との調整等が求められるよ

うに思われる｡しかし､いくつかの在宅介護支援

センタ-では､独自の運営方式を元に､自治体と

の役割分担を決めたり､マニュアル等の作成を通

して独自の運営を進めており､それらの経験を今

後どのように進めるかといった問題は､在宅介護

支援センター連絡協議会等の当事者組織の発足と

ともに今後の進展が期待されようo

III.在宅介護支援センターの

相談 ･援助活動の実際

1.調査研究の員的及び分析視角

(1) 調査研究の目的

全国の在宅介護支援センターは､1992(平成4)

年 2月現在で402カ所設置されている｡今後中学

校区に-カ所が予定されているが､現在のところ

大半が特養併設であるため､特菱のもつ介護機能

や提供できる在宅サービスが在宅介護支援センタ
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一事業にも影響を与えているOここで私たちは在

宅介護支援センターの機能と役割を研究するにあ

たって､①特義に併設されている支援センターを

選択する必要があること､②大都市の先駆的な在

宅介護支援センターよりは地方都市のごく-般的

な在宅介護支援センターを対象とする方が研究に

は適切であると考えた｡

以上の観点から､人口約20万の地方都市で､ご

く一般的な特養施設に併設されている支援センタ

ーである松本市在宅介護支援センター (以下､松

本市支援センターとする)を調査研究することと

した｡

松本市在宅介護支援センターは1990(平成2)午

5月､特別養護老人ホーム真寿固 (50床)に併設

されたセンターである｡同施設では在宅サ-ビス

として､デイサービス､ショー トステイサービス､

介護教室を実施しており､地元の病院と協力提携

しているo職員は看護婦とソーシャルワーカーと

の2名からなり､相談協力員として民生委員29人

がかかわっている｡介護機器 ･用品の展示と説明､

購入方法についても相談を受け付けている｡主と

して､雇たきり､痴呆老人の介護相談､各種サー

ビス利用の説明､手続き申請などを行っている｡

電話､来所､訪問により､自前のデイサービスに

結び付けたり､措置申請の方法などを助言 ･指導

している｡この松本市支援センターは､特養施設

として比較的開設が新 しく､デイサービス事業

(重･軽度対象)をもち､かつ､支援センタ-運営

要綱の範囲で援助を展開しているセンターである｡

そこで本調査研究は､松本市支援センタ-にお

ける援助の実際や相談 ･援助機関としての役割や

機能について把握することである｡そのため､以

下の視点とそれに基づ く調査方法を試みたのであ

る｡

(2)調査対象

松本市在宅介護支援センターの相談記録カー ド

(1991年 4月から1992年 9月までの記録分)756ケ

ースである｡

(3) 分析視角

これまで在宅介護支援センターの現状は､全国

在宅介護支援センター協議会による ｢在宅介護支
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援センター実態調査速報('92.9.2)｣及び在宅介護

支援センター調査研究委員会による ｢全国在宅介

護支援センター調査結果｣('92.12.16)のなかで

明らかにされている｡しかし､そこではあくまで

も相談件数､相談経路､相談内容､相談対応の状

況などの調査項目に基づ く単純集計結果が報告さ

れているだけで､立ち入った分析はおこなわれて

いない｡そこで､私たちは一歩踏み込んで､統計

的及び事例的研究から相談と対応との類型化を試

みた｡

その類型化にむけての作業をさらに具体的に説

明すると､まず第1に､同時期に実施された2つ

の｢全国調査｣の調査項目に加えて独自の調査項目

を設計し､松本支援センターと｢全国調査｣との統

計上の比較研究をおこなった｡この比較はあくまで

も単純集計結果の比較ではあるが､これにより一般

的傾向と松本市支援センターの独自性-特殊性の

傾向をみようとした｡独自の調査項目とは､松本市

支援センターで使用されている相談カー ドをもと

に相談内容と対応について検討を加え､整理した項

目である｡各項目については数量的分析のところ

で詳細にふれられるのでそれらを参照されたい｡

第2は､相談と対応の類型化を考えるために､

どのような相談が持ち込まれ､それらにどのよう

な対応がなされているかについて､男女別､家族

構成別などの基本的属性ごとに分析している｡

第3は､事例分析を試みたo 統計的把握や分析

では一般的傾向は把握することができるが､より

相談とその対応について理解を深めるには具体的

ケースの流れを把握し､その分析をとおして対象

者-の専門的援助の実際やそのプロセスをみるこ

とが不可欠である｡その場合でも家族の状況や相

談にいたる経緯など､相談者と介護者とをとりま

く家族背景､社会的背景への洞察も重要である(本

稿では､詳細な事例の内容は示していないが､全

体のまとめのところで触れることにした)｡

以上の視点により､松本市在宅介護支援センタ

ーにおける事業の相談機能の方向性-一般性 ･普

遍性と特殊性を明らかにできるだろう｡これらの

研究によって､さらに具体的な相談-の対応の充

実が図られると確信している｡

2.校本市在宅介護支援センターの

相談 ･援助内容 とその数量的分析

(1) 相談内容と対応の頬型化の試み

松本市在宅介護支援センターで､平成3年4月

から平成4年9月までの1年半に扱った相談記録

票736ケース全数を今回の数量分析データとして

取り上げる｡この時期の選定理由は､同支援セン

ターが平成2年5月に特別養護老人ホーム真寿園

(50床)に併設､開始されているが､機能的に内容

が定型化し､同センターの特徴が捉えやすい軌道

に乗ってきた時期と考えられることによる｡同老

人ホームでは､他にデイサービス (A型､C型)

ショー トステイサービスを実施している｡

このような､とくに特菱を背景にもつ同センタ

ーの相談援助状況､その対応状況を､相談記録カ

ー ドから基本的項目を転記し､数量化を行い､単

純集計およびクロス集計の分析から､相談と対応

の類型化を試み､同センターの特徴と一般化要因､

すなわち在宅介護支援センターの独自性を明らか

にすることを調査の主たる目的とする｡

【集計結果の概要】

上述のように､相談記録カー ドから基本項目を

転記し､相談区分とその対応の頬型化を試みたも

のであるが､もともと文章化された記録から再分

類した項目もあり､必ずしも十分に数量化されて

いないという限界があることを最初に明記してお

きたい｡そのため､後述する相談援助事例分析を

とおしての補足が必要であると考えている｡

また､在宅介護支援センター調査研究委具合参

考資料として､92年12月16日付で ｢全国在宅介護

支援センター調査結果概要｣を出しており､全国

的動向との比較についてはこの調査 (以下全国調

査)をもとに行うことにする｡

1)月別相談ケース

月平均約41件(表1)で月ごとのきわだった

ばらつきはみられず､平均して相談量はコン

スタントにある｡これは､全国調査のケース

数と大きな差はないといえるo
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2)相談経路

電話(43.5%)､訪問(29.8%)､来所 (25.3

%)の順で､電話によるものが半数近くを占

めている｡相談経路別所用時間をみると､訪

問の際には30分以上が半数以上を占めるが､

電話では15分未満が50%強となっている｡こ

の相談経路のデータは､初めて相談をした人

から､何度も支援センターに相談しているケ

ースまで含まれている｡来所の場合には､訪

問と同様30分以上が半数以上を占める傾向が

みられ､支援センターの相談の流れは､電話

で受け付け､その後訪問 ･来所というかたち

で進行する｡また､来所の内容を見ると､そ

の目的は､介護機器相談であることが52%と

ポイントが他を引き離して高く､展示機器の

見学､購入相談に結びついているものと思わ

れるO

電話相談は24時間体制で受けており､全国

調査でも95%に及んでおり､全国動向との一

致がみられる｡また､相談専用の電話番号が

設置されており､この電話番号を名刺サイズ

の案内カー ドの形で､公的機関の窓口等に置

いている｡全国調査では､74.5%が専用電話

を設置し､関係機関を通しての周知方法とし

て役立てているのは全国調査の81.7%にあた

り､この傾向に合致した周知に継ぐ順の周知

方法を松本でも採っている0

3)相談者の性別

女(58.3%)､男(32.9%),不明(8.8%)で､

女性が男性の倍近くにのぼっている｡相談者

には､後述するが本人､家族､その他の人々

が含まれており､実際の介護者は､女性のポ

イントが高いため相対的には女性が担ってい

ることを示している｡しかし､後述するよう

に誰が相談するかという点では､必ずしも介

護者だけではなく､世帯主である男性が相談

をする傾向のあることに注意する必要がある｡

4)相談者の年齢

不明(79.6%)､70歳以上(12.0%)､60歳-

70歳未満 (5.3%)と60歳代以上が17%強を占

めて多い｡また不明が多いのは､電話や来所
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した際に､必ずしも年齢を聞いていないこと

によるとみられる｡また､単発的に気軽に相談

の電話をかけてきていることが予測され､他の

福祉サービスになかった特徴の一つといえる

が､松本以外のセンターには登録制のところ

もあり､必ずしも支援センターの全国的動向

とはいえず､後述する松本の特徴と考えられ

る｡

5)相談者の居住地域

松本市内(84.8%)､松本隣接市町村(2.2%)､

長野県内 ･その他ともに(0.7%)､不明(ll.7

%)となっており､松本市内が圧倒的に多い

が､不明は電話によるものとみられ居住地域

が確認されていない､匿名者によるものと思

われる｡中には､松本市内の高齢の両親の問

題を他県に住むこともが相談してくるケース

も相談カー ドからみられている｡

6)対象者の性別と年齢

女(53.8%)､男(36.3%)､不明(9.9%)で､

相談者の比率と近似している｡

70歳以上(56.9%)､60-70歳未満 (8.6%)

と60歳代以上が65.5%を占め､不明(34.1%)

を除けば60歳代以上が99%強となっており､

在宅生活の具体的な不安や問題を抱える年齢

期とみることができる｡

7)対象者との続柄

本人(19.3%)､息子(16.2%)､嫁(13.9%)､

秦(13.3%)､娘(12.1%)という回答が10%代

でポイントが高 く､夫 (5.3%)がこれにつ

いで､全体的に親族の間で問題を抱え､相談

をすることが多いようである｡他に､民生委

員(3.4%)､ケースワ-カ-(3.3%)からの相

談もありそれぞれ25人程度であるが､他の福

祉サービス利用者について関わりをもってい

る人あるいは専門職が同支援センターとの連

携を求めて相談を持ち掛けてくることもある

ようである｡

相談者は本人についで､息子､嫁､妻､娘

の順に多く､松本市内の相談者が84.8%を占

めていることから､息子が多いところは松本
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市の地域特性が反映されているように読み取

れる｡民生委員､ケースワーカーなどが3%

程度占めているのも見逃せないが､実際の介

護者が嫁であっても相談は息子がすると考え

られよう｡

対応内容は､息子､本人､娘とも､施設(併

設､他施設)サービス利用手続申請が多く､

民生委員､ケースワーカーは他の公的機関と

の連携に結びつけるといった傾向がみられる｡

全国調査でみると､家族 (家族関係の内訳

は調査されていないが)(57.8%)､本人(21.3

%)､関係機関(8.7%)､相談協力員 (3,1%)､

その他 (9.1%)の順となっており､松本の家

族の分類を合わせてみるとほぼ近似した比率

がみられる｡関係機関からの割合が全国調査

の万が5ポイント程高く､松本市の社会資源

の少なさがここに特徴として表れている｡

8)家族形態

他の家族と同居(40.6%)､老夫婦のみ(14.8

%)､一人暮らし(3.9%)と､同居家族が多い

ところに松本の地域性の特徴がみられるO

9)相談者の銘記状況

本名(79.1%)､匿名(16.4%)で､電話の場

合に匿名で相談を受ける状況が伺える｡これ

は､同支援センターの方針として気軽な相談

窓口としての役割という認識から匿名の相談

者にはあえて身元を問わない姿勢､さらには

都市部と異なり身元がわかってしまうと相談

しにくいのではないかという配慮も働いてい

るところが独自性を示している点でもあろう｡

10)相談所要時間

30分-45分未満(19.6%)､5-10分(17.7%)､

20分-30分未満 (13.3%)の順と45分未満が

全体の82%を占め､相談時間は短いといえる

が､これは電話による相談件数と比例するも

のと思われる｡60分以上となると来所､訪問

という直接対面的援助､あるいは直接看護指

導に要する時間が取られているとみることが

できるD
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ll)相談時間帯

10時～11時代(34.1%)､14時～16時代(34.0

%)がもっとも集中する時間であり､合わせ

て68.1%に及んでいる｡また､12時-13時代

(9.8%)､7時～9時代(7.7%)､17時～18時

代 (6.8%)､夜間の相談は極めて少なく19時

代～6時代は合わせて1.9%､17時代からを

含めても8.7%となっている｡

12)相談内容

施設 ･サービス利用の手続き(35.7%)､介

護相談(25.0%)､介護機器相談(23.9%)､介

護者側の相談(7.7%)の順となっている｡

相談内容に対する対応は､介護相談､施設･

サービス利用の手続き､介護者側の相談-の

対応が多岐に渡っており､電話や訪問による

指導 ･助言､情報提供､併設施設､サービス

利用の訪問指導､デイサービスの利用の勧め､

などがポイントが高くなっている｡

全国調査の特別養護老人ホームにおける相

談件数との関連をみると､ショー トステイ､

デイサービス等に関する回答が合わせて約30

%､介護相談(16.2%)､機器 ･住宅相談(7.9

%)､施設入所(7.6%)､ホーム-ルパー派遣

(5.7%)､医療相談(4.1%)､といった分類と

順になっている｡これを松本と比較すると､

介護相談の割合が9ポイント近 く高く､介護

機器についても15ポイント程度高い特徴がみ

られるOホーム-ルパー派遣等は松本では実

施していないので､他の行政 ･機関との連携

の割合が低いことと相関しているとみること

ができる｡

13)介護 (医療技術)に関する相談内容

本相談184件中､在宅生活の困難(27.7%)､

入浴困難(18.5%)､痴呆への対処方法 (17.4

%)､失禁(9.2%)､床ずれ(8.7%)､歩行困

難(6.5%)が主だったものである｡

介護相談の特徴として､他の家族と同居し

ている､本名の人からの相談が多く､介護者

が具体的な相談を持ち掛けているとみられる｡

介護相談の内容としては､在宅生活困難の訴

えが多く､指導 ･助言､併設施設の利用助言
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などの対応が多い｡数は少ないが､機器の紹

介､福祉事務所 ･病院､老人保健施設への紹

介など対応は多岐に渡り､介護問題の内容が

多様であることを示している0

14)施設 ･在宅サービス利用の手続きに関する

相談

本相談263件中､デイサービスの説明 ･利

用 ･手続き(63.5%)､ショートステイの説明･

利用 ･手続き(17.1%)､老人ホームの入所説

明 ･手続き(7.6%)､ホーム-ルパーの派遣

相談 ･手続き(4.6%)が主な相談内容の順に

上がっているO

在宅サービス利用 ･手続きの相談に対して

は､併設施設のデイサービス利用に関する助

言､訪問指導助言､あるいはデイサービスの

勧め､といった自前サービスの利用を活用し

ようとする対応が目立っている｡

15)医蝶サービスに関する相談

本相談は全体で7件あり､訪問看護4件

(57.1%)､老人保健施設1件 (14.3%)と福

祉施設が母体であるためか少ない傾向にある｡

16)介護機器 (用品)に関する相談

本件有効総数 176のうち､展示機器購入

(32.7%)､私的購入方法と業者の斡旋 (26.1

%)､展示機器見学(21.0%)､機器の選定(ll.4

%)と､具体的な在宅生活維持のための介護

用品に関するニー ドが高いことがみてとれるO

介護機器相談に対しては､機器の紹介 ･代

行が84.1%と､相談目的に対する対応内容が

明確になっている｡全国調査でも57.2%が業

者委託等により販売 ･斡旋を行っている｡法

人内での直接販売をするところは13.7%と少

なく､松本でも同様にこれは行っていない｡

カタログ等を置きメーカーを紹介81.70/.で､

こうした紹介 ･斡旋が松本と同様にもっとも

多いようである｡

17)住宅に関する相談

本件有効総数6のうち､住宅改造貸付2件､

住宅の改造方法4件がその内訳である｡
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18)介護者側の抱えている問題の相談

本件有効級数57のうち､身体的 ･精神的疲

労(52.6%)､介護者がいないこと(21.1%)､

在宅介護の不安(15.8%)､家族関係の調整

(8.8%)の順に問題があげられており､被介

護者が存在することによって生じる副次的問

題が､家庭の大きな問題になり得る要素をみ

せている｡

介護者の抱えている問題の相談に対しては､

併設サ-ビス利用の助言や訪問指導､福祉事

務所-の紹介などが､数は少ないがあげられ

ている｡

19)その他の相談

この相談は41件あるが､苦情は全くなく､

上記の分類に入らない問題のようである｡ケ

ース総数736件のうちの5.6%.にあたる0

20)相談内容への対応

介護機器の紹介 ･斡旋(24.0%)､併設サー

ビス利用の訪問の指導 ･助言(12.6%)､併設

施設のサービス利用の助言(12.4%)､情報提

供(9.1%)､電話での介護･看護の指導(9.0%)､

訪問による介護 ･看護の指導 ･助言 (7.5%)､

デイサービスの利用を勧める (6.3%)､福祉

事務所への紹介 (4.9%)､併設施設のサービ

ス利用の代行 (2.9%)､ショー トステイの利

用を勧める(2.3%)の順で､介護機器の紹介･

斡旋がひじょうにポイントが高い｡

相談経路別相談内容に対する対応の特徴に

ついてみると､訪問の場合には､圧倒的に施

設 ･サービス利用の手続きのための事前調査

としての訪問指導･助言が多い｡来所の場合に

は､介護機器の斡旋 ･紹介が圧倒的に多いが､

施設サービス利用手続きに関する相談には自

前サービスであるショー トステイサービス ･

デイサービスの利用を勧める対応が見られる｡

電話の場合には､介護相談､併設施設サービ

ス利用の助言が主な対応となっている｡介護

機器の相談も46人と多いが､通常この後来所

を勧めて展示機器を紹介する前段階としての

対応となっているようである｡

家族形態別では､1人暮らしの相談者は全
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体で29人と少ないが､併設サービス利用の訪

問助言相談に結び付いているようであり､来

所が困難な対象者からの相談と考えられる｡

老夫婦世帯の相談者は109人であるが､夫婦

のどちらか一方が介護者として相談を求めて

いるとみられる.併設サービス利用の訪問調

査で対応している場合が多いが､少数ながら

福祉事務所 ･病院 ･老人保健施設-の紹介､

といった今後の具体的対応に結び付けるマネ

ジメント的役割を担っているともみることが

できる｡他の家族と同居の相談者は298人と

もっとも多いが､この家族形態がもっとも多

1)月別相談受付件数

様な対応を受けており､併設サービス利用の

助言､他の施設利用の申請､病院 ･老人保健

施設への紹介といった指導助言､手続きに関

することがみられるが､介護機器や住宅改造

問題､介護者の抱える多様な問題に関して､

まずは併設施設サービスの利用を勧める対応

が多いようである｡

これらは､全国調査においても類似した傾

向にあり､デイサービス､ショー トステイの

利用申請手続きは90%強であり､母体施設で

の提供率の高さが読み取れる｡このことは利

用申請窓口としての機能の発揮ともいえる｡

松本市在宅介護支援センターの調査結果

3)相談者の性別

月 件 数 (%)

4 月 43 (5.8)

5 月 40 (5.4)

6 月 4? (5.7)
7 月 45 (6.1)

8 月 39 (5.3)

9 月 40 (5.4).

10 月 44 (6.0)

11 月 45 (6.1)

12 月 35 (4.8)

1 月 31 (4.2)

2 月 35 (4.8)

3 月 33 (4.5)

4 月 46 (6.3)

5 月 39 (5.3)

6 月 41 (5.6)

7 月 44 (6.0)

8 月 47 (6.4)

9 月 47 (6.4)

合 計 736 100.0

2)相談経路

相 談 経 路 人 数 (%)

訪 問 219 (29.8)

来 所 186 (25.3)

電 話 320 (43.5)

不 明 ll (1.5)

性 別 人 数 (%)

男 242 (32.9)

女 429 (58.3)

不 甲 65 (8.8)

合 計 736 100.0

4)相談者の年齢

年 齢 人 数 (%)

40歳 未 満 6 (0.8)

40-50歳未満 7 (1.0)

50-60歳未満 10 (1.4)

60-70歳未満 39 (5.3)

70歳 以 上 88 (12.0)

不 明 586 (79.6)

5)相談者の居住地域

地 域 人 数 (%)

松 本 市 内 624 (84.8)

隣 ]妾市 町 村 16 (2.2)

長 野 県 内 5 (0.7)

そ の 他 5 (0.7)

不 明 86 (ll.7)

合 計 736 100.0
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10)相談者の銘記状況

性 別 人 数 .(%)

男 267 (36.3)

女 396 (53.8)

不 明 73 (9.9)

合 計 736 100,0

7)相談対象者の年齢

年 齢 人 数 (%)

50歳 未 満 0 (0.0)

50-60歳未満 3 (0.4)

60-70歳未満 63 (8.6)

70- 以.上 419 (56.9)

不 明 251 (34.1)

合 計 736 100..0

8)対象者との続柄

続 柄 人 数 (%)

本 人 142 (19.3)

秦 98 (13.3)

夫 39 (5.3)

嫁 102 (13.9)

息 子 119 (16.?)
娘 89 (12.1)

兄 4 (0.5)

柿 4 (0.5)

弟 2 (0.3)

妹 7 (1.0)

蘇 7 (1.0)

知 人 ll (1.5)

友 人 7 (1.0)

民 生 委 員 25 (3.4)

ケースワーカー 24 (3.3)

そ の 他 29 (3.9)

不 明 27 (3.7)

合 計 736 100.0

家 族 形 態 人 数 (%)

老 人夫婦 の み 109 (1.4.8)

他の家族と同居 299 (40.6)

そ の 他 24 (3.3)

不 明 275 (37.4)
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銘 記 人 数 (%)

匿 名 121 (16.4)

本 名 582 (82.8)

不 明 33 (4.5)

ll)相談所要時間

時 間 人 数 (%)

0- 5分未満 16 (2.2)

5-10分未満 130 (17.7)

10-15分未満 113 (15.4)

15-20分未満 96 (13.0)

20-30分未満 124 (16.8)

30-45分未満 144 (19.6)1

45-60分未満 19 (2.6)

60-90分未満 34 (4.6)

90分 以 上 5 (0.7)

不 明 55 (7.5)

12)相談の時間帯

時 間 帯 人 数 (%)

7- 9時 57 (7.7)

10-11時 251 (34.1)

12-13時 72 (9.8)

14-16時 250 (34.0)

17-18時 50 (6.8)

19-20時 ll (1.5)

21-24時 2 (0.3)

1-6時(深夜) 1 (0.1)

不 明 42 (5.7)

相 談 内 容 人 数 (%)

介 護 相 談 184 (25.0)

施設 .サービス利用手続 263 (35.7)

医療サ-ビス相談 .7 (1.0)

介護機器相談 176 (23.9)

住 宅 相 談 6 (0.8)

介護者側の相談 57 (7.7)

そ の 他 41 (5.6)

不 明 2 (0.3)

合 計 736 100.0
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18)住宅に関する相談

相 談 内 容 人 数 (%)

入 浴 困 難 34 (18.5)

お む つ か ぶ れ 4 (2.2)

在宅生活の困難 51 (27.7)

床 づ れ 16 (8.7)

医療機器の交換 1 (0.5)

痴呆への対処方法 32 (17.4)

失 禁 17 (9.2)

歩 行 困 難 12 (6.5)

そ の 他 17 (9.2)

合 計 184 .100.0

15)施設 ･在宅サービス利用 ･手続き

相 談 内 容 人数 (%)

デイの説明 .利用 .手続き 167 (63.5)

ショー トの説明 .利用 .手続き 45 (17.1)

老人ホームの入所説明 .手続き 20 (7.6)

ホーム-ルパーの派遣相談 .手続き 12 (4.6)

訪問入浴サービスの相談 .手続き 4 (1.5)

そ の 他 15 (5.7)

合 計 263 100.0

16)医療サービスに関する相談

相 談 内 容 人 数 (%)

訪 問 看 護 4 (57.1)

老 人保健施 設 1 (14.3)

医 療 機 関 0 ( 0.0)

そ の 他 2 (28.6)

17)介護機器 (用品)に関する相談

相 談 内 容 人 数 (%)

展 示 機 器 見 学 37 (21.0)

･展 示 機 器 購 入 56 (31̀8)

公的機関の生活用兵 3 (r.7)

購入方法と業者の斡旋 46 (26.1)

機 器 の 選 定 20 (ll.4)

そ の 他 14 (8.0)

合 計 176 100.0

相 談 内 容 人 数 (%)

住 宅 の 改 造 方 法 4 (66.6)

そ の 他 0 (0.0)

19)介護者の抱えている問題の相談

相 談 内 容 人 数 (%)

身体的 .精神的疲労 30 (52.6)

介護者がいないこと 12 (21.1)

家 族 阻 係 の 調 整 5 (8.8)

在 宅 介 護 の 不 安 9 (15.8)

そ の 他 1 (1.8)

合 計 57 100.0

20)その他の相談

そ の 他 人 数 (%)

苦 情 0 ( 0.0)

そ の 他 41 (100.0)

21)相談内容への対応

相談内容への対応 人 数 (%)

情 報 提 供 67 (9.1)

電話での介護 .看護の指導 66 (9.0)

訪問による介護 .看護の指導 .助言 55 (7.5)

併設施設のサービス利用の助言 91 (12.4)

併設サービス利用の訪問指導 .助言 93 (12.6)

入浴サービスの利用をすすめる 5 (0.7)

ショー トステイの利用をすすめる 17 (2.3)

デイサービスの利用をすすめる 46 (6.3)

併設施設サービス利用の申請代行 21 (2.9)

併設施設の入所申請の代行 1 (0.1)

他の施設利用の代行 16 (0.8)

介護機器の紹介 .斡旋 ･77 (写4.0)

福祉事務所への紹介 36 (4.9)

保健所への紹介 0 (0.0)

病 院へ の紹 介 6 (0.8)

老人保健施設への紹介 5 (0.7)

そ の 他 44 (6.0)

合 計 736 100.0

-120-



六波羅詩朗 在宅介護支援センターの位置と役割

(2)相談 ･援助内容の特徴

これまでの数量調査結果から､松本市在宅介護

支援センターの相談 ･援助内容の特徴をつぎのよ

うな視点から整理してみたい｡

地域特性､母体施設の在宅サービス機能､在宅

介護支援センターの方針､職員の職種､他の社会

資源の質的 ･量的充足状況､それにともなう連携･

マネジメントの問題､といった点からみた特徴の

明確化を探ることにする｡

1)地域特性

地方都市としての構造的 ･機能的経済､文化､

政治の一定の要素を備えた､山岳 ･平野を擁する

松本市は､城下町としての名残から古い文化的慣

習､生活観を背景に伝統的工芸､食文化､観光等

に特色を生かし､他の地域の人々の自然環境やレ

ジャ-を目的とした訪問を経済活動に結び付け活

性化を図ろうとしている地域である｡このような

地域では､住居規模､家族形態､家族関係に対す

る考え方も､中央都市に相対し､持ち家に同居家

族を得て生活する高齢者が多い｡高齢者の在宅生

活に関する相談者が息子が多いという特徴をあげ

たが､実際に介護するのは娘 ･嫁であっても一家

の中心という考え方からまず最初の問い合わせは

男性が役割を担うという傾向がみられる｡しかし､

息子世代が中央都市部に流出している老夫婦世帯

等では､本人あるいは高齢の介護者すなわち配偶

者による相談がもちかけられるようである｡松本

市には現在､在宅介護支援センタ-は1か所であ

るため､地理的管轄圏域は広く､市内に限らず周

辺町村､他県に住む家族からの相談にも対応する

という広範な地域に対し役割を担っており､これ

を限定しようとする方針はもっていない｡

2)母体施設の在宅サービス機能

先に述べたように､母体施設の特養真寿園では､

ショ- トステイ ･サービス､デイサービスを実施

している｡母体施設のサービス機能の範囲によっ

て在宅介護支援センターの対応がある程度規定さ

れてくる動向がみられており､全国調査でもこの

傾向は顕著である｡松本市では､対応内容が､そ

ういった意味でデイサービスの利用に結び付くも
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のが多くなっている｡

3)在宅介護支援センターの方針

これは､母体施設の機能と深く関わっている場

合が多い｡その機能によって､ケースが単発的に

扱われるか継続的なものになっていくかが規定さ

れてくるからである｡ホーム-ル70サービスなど

を受託 ･実施しているところでは､当然ながら継

続的に関わり合いをもつことになるし､エリアを

定めて登録制にしているところでも継続的にケー

スを追跡していく形になる｡

これに対し､松本市在宅介護支援センターは､

匿名 ･電話といった固定的でない対象を実際に業

務に取り込んでいこうとする明白な方針をもって

いる｡このことは､他に地域の社会資源が少ない

中にあって､在宅の住民にとって心強いアクセス

しやすい方針と評価することができよう｡

4)職員の職種

在宅介護支援センターの職員の職種は､保健と

福祉の連携を目指して保健 ･看護職と福祉職が組

み合わせて対応できる配置になっている｡本調査

を行った松本市在宅介護支援センターでは､看護

婦とソーシャルワ-か-という組み合わせで配置

されている｡看護職が相談に関わることで､具体

的な在宅での介護方法やその工夫を介護者は知る

ことができ､とくに訪問を受けてアドバイスが得

られることは効果的のようであり､まさに在宅介

護を支援する機能を発揮しているといえる｡他の

社会資源との関連の面では､ソーシャルワーカー

によるコーディネー トが有効に機能しており､保

健と福祉の組み合わせは､同支援センターでは両

輪として期待どおりの役割を果たしている｡他の

支援センターでは保健婦と介護福祉士という組み

合わせも当然あり､組み合わせによって､対応に

差異を生み出している傾向が見受けられる｡

5)他の社会資源の質的 ･量的充足状況､それに

ともなう連携 ･マネジメントの問題

対象領域として設定された地域にどれだけの社

会資源があるか､またそれらがどのように日常的

に連携をもっているかということが､この新しい

在宅介護支援センターの機能に大きく影響を及ぼ
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しているようである｡松本市の場合には､地域の

社会資源が豊富とはいえないが､そのため同セン

ターが幅広い相談項目を受け止めている｡電話の

みでも十分に解決できることを気軽に応じて対応

しているところにそういった特徴がみられている｡

一方､他の支援センターのなかには､電話を受け

たら必ず訪問するといったパターンをとっている

ところもあり､それには職員数､自前施設機能の

活用が側面的にそういった活動形態を助けている｡

さらに､他の例では､支援センターは､コーディ

ネーション､すなわちつなぎの役割が果たせれば

十分と考えているところもあり､全国的にみると､

機能の実際にはかなりの差異が出て来ているよう

である3)｡

以上の点から､在宅介護支援センターは､基本

的機能を押さえながら､地域特性に応じたフレキ

シブルな対応が行われており､画一的な運営をす

ることよりも､今後､地方分権化の流れのなかで､

地域性に応じた在宅介護支援センターとしての個

性を持つことが重要になってこよう｡

Ⅳ.在宅介護支援センターの
相談 ･援助機能と運営をめぐる諸課題

1.本調査研究のまとめとして

在宅介護支援センターに求められていた機能は､

具体的にどの様なものであったのか｡また､その

機能は､具体的な在宅介護支援センターの相談 ･

援助という形で行われている相談内容の実際はど

のようなものであるのか､という点をふまえなが

ら具体的にこれまでの研究の内容について整理し

ておくこととする｡さらに､それぞれの内容に関

連して､若干の問題についても整理 ･検討してお

くこととする｡

(1) 支援センターの実態から

(全国調査の特徴､松本の特徴､両者の比較等)

本研究の中で､支援センターの全国的特徴は､

以下のように整理することができる｡第1は､特

別養護老人ホームを母体施設とした在宅介護支援

センターが約9割を占めており､いわゆる在宅福

祉の三本柱のショートステイ､デイサービス､ホ

ーム-ルプサービスの実施をしている施設が圧倒

的であった｡このことは､支援センターの採択方

針が､当初これらの事業を行っていることが条件

であったことからも当然といえよう｡しかも､中

心的な援助内容の実態は､これらのサービス利用

に関わる相談 ･指導 ･申請の代行を支援センター

が行っていることもわかる｡同時に､支援センタ

ーのもう一つの役割であった介護機器に関しては､

従来このような相談に対応するような機関が存在

しないこともあって､紹介 ･斡旋といった役割も

大きな位置を占めているといえる｡第2に､我々

が聞き取り調査を通じて支援センターの運営状況

を把握してきた結果では､設置されてからの期間

によってその役割の進展状況が若干異なる点もあ

るが､市町村の委託事業であることから地域性に

よって運営方法が多様であるOこの点では､全国

調査の内容からは必ずしもその実態が明確になっ

ていないといえよう｡また､特に､大都市におい

ては､その自治体の福祉計画との関わりから名称

も含めて､趣旨は在宅の援助を基本としながらも､

支援センターのスタッフや相談に対する対応方法

には地域的な違いがあることが明らかにされた｡

このような地域的相違や全国的状況をより具体

的に検討していく意味で､我々は､松本市の在宅

介護支援センターを選定し､その相談状況を中心

とした機能と役割について､数量的な把握を通し

てその実態を明らかにしてきた｡その特徴的な内

容をここでは4点に整理しておくこととする｡

第1は､相談経路は電話が4割を越えているが

訪問も3割程度あり､支援センターが積極的に外

に出向いていることがわかる｡第2は､相談内容

であるが､在宅福祉サービスに関する相談や介護

機器の相談が多いのは全国調査の傾向と合致して

おり､介護に関わる相談での ｢在宅生活の困難性

や入浴の困難といった相談内容と相談への対応が

在宅サービスに結びつくことも明らかにされたと

いえよう｡第3は､全国調査では必ずしも十分に

相談内容とそれ-の対応状況は関連性を持って分

析されていなかったが､我々の調査からは､個々

の具体的な相談内容とその対応がどのように結び

ついていくかについて具体的内容の整理がされた

ことは意義深いといえよう｡第4は､松本市の状
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沢でも明らかなように､母体施設がどのような手

持ちのサービスを持っているかによって､相談の

対応が異なってくるように思われる｡つまり､支

援センターが相談を通じて具体的にサービスの紹

介を行う場合､全国調査と同様にどうしても母体

施設のサービスにつなげる傾向が多い｡その意味

では､他の特別養護老人ホームや老人保健施設､

医療機関等が松本市のように相談内容に対応する

福祉サービスの種類と量的な側面での不十分な地

域の場合には社会資源として母体施設以外のサー

ビス等を利用するといった対応がなされていない

ということができるO

いずれにしても､多くの在宅介護支援センター

がそうであるように､現在の支援センターは､そ

の母体施設に併設された在宅福祉サービス (例え

ばデイサービスやショー トステイサービスなど)

の活用に主眼があるといえるのではなかろうか｡

多くの支援センターの設置経過は､採択方針を満

たすことが条件であることと母体施設の在宅福祉

サービスとの調整機能が初期段階での基本的相談

援助の内容となっているといっても過言ではなか

ろうOこの点についての問題は､地域の総合的な

相談機関として考えた場合に､今後中学校区に1

カ所の支援センターが整備されるプロセスの中で､

単にサービス利用に結びつけるだけではなく､介

護者の抱える介護問題と直接老人に対して介護を

するための技術的指導や介護機器の活用といった

相談内容に対する具体的な相談内容の広がりが必

要となろうし､この点では､｢どのような相談には､

どのような対応が最低限必要であるか｣といった

支援センター自体の相談ケースの経験に基づ く一

定の対応マニュアルの作成の努力が必要になって

くると思われる｡

(2)事例研究から

この研究の大きな柱の一つであった相談内容の

数量的な把握と同時に､それを具体的に補強する

という視点から事例を通して支援センターの相談･

援助活動の内容を整理するという点では､本稿の

紙幅の関係から具体的な事例内容を割愛せざるを

得なかった｡ここでは､簡単に事例の内容につい

て整理しておくこととしたい4)｡

第1に､数量調査で明らかなように相談自体は､
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多様な経路で支援センターに持ち込まれるが､そ

の内客や相談者及びその家族の状況によって支援

センターとの時間的関わり万が決定されるという

ことである｡具体的には､介護機器の利用に関わ

る相談のような場合､紹介及び斡旋という形で比

較的短期間の相談対応で問題の解決が図られる｡

一方､家族の介護不安やそれに伴う介護指導とい

った相談内容の場合には､訪問等を通し相談への

対応がされるため､支援センターが相談者との関

係を継続して問題の解決に当たっていくことが必

要な場合には長期的な対応を必要とするというこ

とがいえよう｡第2は､当初の相談 (たとえば電

話での相談)段階では介護機器の相談であっても､

介護状況の変化やそれまで潜在化していた問題が何

らかの契機によって顕在化することがある｡さらに､

相談者本人の意識は､介護機器の利用という点で

支援センターを利用しようとしていたが,訪問を

通じて､相談者の抱えている問題は､介護機器の

利用といった単純な問題と言うよりも､介護上の

かなり困難な状況を支援センターが発見し問題の

顕在化を促し､当初の相談内容とは別個に新たな

援助が求められることによって相談が長期化する

場合も出てきている｡第3は､相談者と支援セン

ターとの長期の関わりは､一般的には相談者の依

存傾向を生み出すと思われがちである｡しかし､

むしろ積極的な側面に着 目することも重要であ

ると思われる在宅介護の継続は､当然のことな

がら老人の身体的機能の低下をする可能性があ

るため､その変化への対応は支援センターにと

って重要な役割である｡また､地域の社会資源が

不十分であったりサービスを利用することで問題

の解決が図られるのではなく､その後のアセスメ

ントについても支援センターが注意を払って相談

者との関係を保っていくというような役割を考え

れば､相談ケースの中では少数であっても､長期

的な対応の必要性がでてこよう｡

いずれにしても､支援センターの相談 ･援助と

いう役割は､相談者と支援センターの担当者との

信頼関係に基づく密接な関わりを必要とする場合

も多い.従って支援センターは､相談者のニーズ

と社会資源としてのサービスを支援センターがど

のように結びつけていくかということが重要にな

ってくる.同時に､一時的には､支援センターの
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関わりは継続しながらも､介護上の変化が訪れる

まで見守るといった関わり万も､介護者の精神的

不安に対応するという見地からは重要であるとい

えよう5)0

(3) 記録の検討を通して

今回の研究では､支援センターの記録に着目を

しながら､電話相談という従来の相談機関が行っ

ていたスタイルとは異なる相談体制を行う支援セ

ンターにとって､どの様な内容の記録様式によっ

て相談 ･援助活動を進めていくかということにつ

いても検討を行った｡しかしながら､時間的な制

約もあり､詳細な分析に至ってはいないが､以下

の重要と思われる点について整理 ･検討しておく

こととするO

第1は､電話相談を重視するという点では､他

の電話相談などのノウ-ウの活用も必要であり､

支援センターの相談活動実態に対応した記録様式

の必要性があるどいうことである｡この場合重要

なことは､各支援センターが独自性を発揮した運

営や相談 ･援助活動を行うことと､それに伴って

相談記録もまちまちでよいということではないO

第2は､相談内容と相談に対する具体的な対応と

の関連性を重視すれば､記録の様式は､それぞれ

個別に整理された分類項目が必要となってくるこ

とから､一定の類型化に基づく分類をその地域の

社会資源などに基づいて整理するといった工夫が

必要である｡第3は､長期にわたって関わるケー

スの場合には､それまでの継続してきている具体

的な相談内容とその対応がわかるような記録の書

式が必要となる｡この点では､記録の保存方法や

新規の相談と継続しているケースの記録とを分離

して記録の保存と整理を行うといった点について

の検討が必要であろう｡

2.在宅介護支援センターに関する研究の課題

在宅介護支援センターが設置されることになっ

たそもそもの経緯は､市町村が中心的に実施する

公的サービスへの限界といった問題､換言すれば

住民に密着した福祉サービスの提供をしかに進め

て行くかという懸案の解決を背景にしていたとい

うことができよう｡具体的には､福祉サービスが

多種多様な内容を社会から求められるとともに､

サービスの積極的な利用につながるような情報の

伝達方法の不十分性､いつでも誰でもが気軽にサ

ービスを利用できるような｢サービスのアクセス｣

の限界性､さらにサ-ビス利用者がすぐにサービ

スの利用をできにくい利便性の問題や申請から手

続きに時間がかかるといったことなどがあげられ

ていた｡その反面､在宅福祉サービスは､利用す

る側からの利便性を重視することと､従来から社

会福祉が担ってきた公的福祉機関としての ｢公共

性｣を背景としたサービスの安定的な供給や公共

性を背景としたサービス供給の基本と相いれない

ものにならないかという懸念が表裏の関係として

あることも考慮されねばならないであろう｡

サービス供給の側面からの検討と同時に､支援

センターの設置は､福祉事務所を中心とした行政

組織の改革や施設福祉サービスを含む在宅福祉サ

ービスの運営主体である民間の社会福祉法人等との

様々な問題を含んでいることに注意する必要もあ

る｡当初支援センターは､平成2年度が創設の初

年度であったが､採択の要件として示された ｢在

宅保健福祉サービスに相当の運営実績があること｣

や医療法人については認められなかったことなど

により､市町村の積極的な対応に対し､受託法人

の消極的な判断があったことも否めないであろう｡

いずれにしても､この点で重要なのは､採択方針

の改正 (平成3年9月)が行われたが､その中で

も示されているように､｢市町村から適切な後方支

援体制により保健福祉サービスが適切に行われる

と認められる場合｣市町村と受託法人との綿密か

つ具体的な連携なしには運営できないことは変わ

らないといえるであろう｡しかも､いわゆる老人

保健福祉計画の策定が市町村に求められる中で､

サービスの安定供給や公平性に基づ く地域の福祉

サービスのニーズを､行政がどのように深杓して

地域の計画の中に支援センターを位置づけるかと

いう問題こそ最も考慮しておかなければならない

ことは言うまでもあるまい｡

以下､具体的に課題と思われる点について整理

しておくこととしたい｡
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(1) 支援センターの職員体制と相談への対応

本研究の中で､特に聞き取り調査に力を入れて

いるのは､支援センターが地域によってかなり多

様な運営体制と職員体制で実施されているという

ことからである｡その特徴は､大都市 (東京圏及

び大阪圏など)地域においては自治体の長期計画

に明確に位置づけられており､その設置状況も短

期間に数カ所の設置が具体的になされているとい

うことである｡支援センターの設置が年次計画で

進めることができるということは､地域を当初か

ら計画的に整理して配置計画を検討しているとい

うことでもある｡これに対して､多くの地方都市

においては､一つの市に-カ所ないし二カ所程度

の配置状況であり､しかも事業委託をするのはほ

とんどの場合老人施設に委託するため､計画的地

域配置を検討するところまで進められていないと

いえよう｡このことは､県庁所在地に未だ設置さ

れていないところがある状況など絶対数が少ない

ことと同時に､市町村を含めた適正配置を考慮す

ることさえ検討されておらず､すでに将来適正な

配置すら十分に計画に上げることができないとこ

ろも出てきている｡

また､職員体制においても､ほとんどの地方に

設置された支援センターは､二人制が一般的であ

るのに対して､大都市の場合は､支援事業の各種

事業を加えたりしているということもあり､三人

から四人体制で進めているところもある｡その意

味では､自治体の財政力や積極性によって､支援

センターの役割や機能にも大きな違いが出てきて

いるように思われる｡さらに､当然のこととして､

支援センターは､相談者が何らかの形で (電話や

来所など)支援センターとコンタクトを取ること

がなければ､その機能は発揮できないことになる｡

この点からいえば､支援センターの設置が重要で

あるということ以上に､具体的な相談を受け入れ

ることが出来るような体制や､潜在的な相談者の

掘り起こしを通じて､サービスに結びつける一定

のルートを構築していく努力が必要となってこよ

う｡その意味では､委託した自治体と支援センタ

ー自体あるいは母体施設がその運営に関しては創

意工夫と連携を持った運営についての努力が今後

のこの事業の試金石となるのではなかろうか｡
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(2)在宅介護支援センターにおける

相談 ･援助機能の重視

｢相談 ･援助機能｣とは､従来の社会福祉制度や

システムとどのような点で積極的な意味を持って

いるのかについて､具体的な相談内容やそれへの

対応についての整理を試みてきたOこれらから特

に次のような重要な問題を指摘できるように思わ

がしる｡

支援センターは､社会福祉における高齢者や介

護者の多様な相談に対して､対象者のニーズに具

体的に対応することを中心的な機能として位置づ

けられている｡しかしながら､相談経路が電話､

来所､訪問などそのアクセスの方法は多様である｡

従って､最初のアクセスの経路によって具体的な

相談機能を一面的に整理することは困難な側面を

持っている｡相談内容によっては､何らかの直接

的サービスを伴うような相談と単なる制度の紹介

とではかなり異なってこよう｡

支援センターが対応する相談の中で､対象者か

ら積極的に持ちかけられると思われる電話や来所

の相談は､制度の紹介や介護機器の紹介のレベル

から介護状況を把握するための訪問をともなった

ものや介護機器を紹介し､その利用方法を具体的

に対象者の状況に見合った形で援助するといった

ものまで含まれるOその意味では､単なる調整機

能という側面から､具体的に目に見える形での対

応が必要になってくる場合もある｡同時に､訪問

という形態は､相談に対応して行われる場合と支

援センターの積極的な側面としての訪問活動とい

ういわばアウトリ-チとも言えるような積極的な

側面があるように思われる｡このことは､当該自

治体の委託事業であるという性格上､ややもする

と相談件数によって支援センターの役割や機能を

評価する傾向がないとは言えない｡支援センター

の機能は､量的な側面ではその本質的な相談援助

機能を図ることができないという認識の基に､支

援センターの質的な側面からの評価や機能を重視

することも大切である｡

従って､これらの相談 とその対応という関係

性をどの様に整理し､その機能を明確にするのか

といった問題について､意識的な整理と分類方法

の構築が､支援センターの実践のレベルで蓄積さ
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れる必要がますます重要である｡

(3)機関と施設という対応関係

すでに述べたように､当該自治体の老人福祉担

当セクションと支援センターとの関係については､

その役割分担なり一定の調整が重要課題であるO

特に､支援センターが､福祉サービスの申請につ

いての代行を行うとされていることから､どこま

でを相談者に変わって行うかという点についての

了解が得られているかという基本的な問題がある｡

具体的には､申請用紙を支援センターに置いて申

請行為そのものだけを支援センターが対応するの

か､あるいは､その申請内容についても支援セン

ターに任せて決定についてだけ事後的に自治体が

手続きを追認するかといった問題である｡さらに､

福祉事務所で把握している老人に関連した資料な

どの台帳についても支援センターと共有する体制

を取るのかどうかについての問題があり､とりわ

けプライバシーや公的責任と民間の機関にデータ

を提供して良いかどうかと言った点についても詳

細に検詐をしていく必要性が迫られているといえ

よう｡

さらに､現在の在宅福祉サービス､例えばデイ

サービスやショートステイなどの場合は､母体施

設についての利用といった場合の申請は容易に対

応できるであろうが､母体施設の利用には限界があ

り､受け入れを積極的に行うことが､現在利用し

ている人のサービス利用回数を減少させることに

よって可能にせざるを得ないという問題が生じて

いることを指摘せざるを得ない｡さらに､他の機

関でのサービス利用を進めるとした場合には､支

援センター独自の判断が果して可能であるか､ま

た､その際の申請の代行まで行う権限があるかど

うかといった問題が生じると考えられよう6)｡

また､老人福祉法や社会福祉事業法などに位置

づけられた在宅福祉サービスは､従来利用を希望

した場合でも､必要な利用の要件を満たしている

にも関わらず､利用者が多いため辞退を求められた

りしており､そのような権限が支援センターにある

かどうかといった問題が考えられる｡このことと

関連して､在宅福祉サービスの利用者の権利保障

という視点から考えれば､サービスを利用する権

利は､どの様に保障されるかといった根本的問題

が暖味になり､支援センターの申請代行の問題は､

従来以上に問題を複雑にする可能性を含んでいる

といえよう｡

3.おわりに

現状での支援センターの運営形態は､いわゆる

要綱で定められた範囲での運営が一般的であるが､

すでに述べたように大都市地域では独自の運営方

法 (登録方式や独自に支援センターを位置づける

方式など)や人見配置 (一般には2名であるが､

3､4名の配置を行っている自治体もある)が取

られているところも出てきている｡従って､はじ

めから一定の地域的状況によって支援センターの

果たすべき役割を明確に位置づけて計画的に支援

センターを配置していく方法が取られている｡こ

のような自治体は､比較的高齢化率がまだ高くな

いため､財政状況にも余裕があるなどの有利な条

件を持っていることもあろう｡しかし､多くの地

方都市を中心とした自治体においては､このよう

な余裕のある対応をできないのが現状である｡そ

のため､自治体から委託された地方都市の多くの支

援センターでは､委託した自治体がその後配置を進

め､自治体から委託された地方都市の多くの支援

センターでは､委託した自治体がその後配置を進

めながら地域の状況を見て支援センターの有効な

機能や役割を同時進行的に検討するといったどち

らかというと消極的なレベルにあるようにも思わ

れる｡このような場合は､当初設置された支援セ

ンターは､かなり広範囲の地域を管轄したり､相

読-の対応もまだまだ蓄積が十分でないといった

問題を抱えている｡その結果､当該地域の自治体

で支援センターが複数設置されなければ支援セン

ターの積極的な役割や機能が充分に発揮されるこ

とにはならない｡

このようにに考えてくると､特に地方都市を中心

に設置されている支援センターは､地域の支援セ

ンターの設置カ所の増加や適正な配置が進んで初

めて､本来的な運営体制の確保がなされることと

なり､支援センターの役割は､地域の設置状況に

よって現状では多様な役割が求められることにな

る｡また､その場合には､当該地域の実情に見合

ったノウ-ウをどの様に蓄積していくかというこ
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とが常に求められることになるということが出来

ようOその意味では､具体的な相談状況やそれへ

の対応､相談事例の蓄積などを有機的に結びつけ

ながら､地域の状況にあった相談 ･援助体制の確

立を目指 した運営が求められなければならないの

であろう｡

(ろくはら しろう 助教授)

(1994.1.18受理)

注

1)在宅介護支援センターは､設置することの重要性

と同時にそこで実際の相談援助活動を行う職員の機

能が大切である｡そのため､研修会を実施し､在宅

介護支援センターごとの活動交流やケースマネージ

メントの視点から､相談援助をとらえる試みがされ

ている｡また､在宅介護支援センターの地域別､併

設施設別の設置施設が示されている｡全国社会福祉

協議会高年福祉部 『平成5年度 全国在宅介護支援

センター職員研修会』 資料p,103 1994.11参照

2)在宅介護支援センターに関する調査は､全国社会

福祉協議会において､毎年実施されているが､介護

等の相談への対応やサービスの適用 ･調整の実態は､

新設されたばかりの支援センターと2年あるいは3

年程度の実績をもつ支援センターでは運営の状況が

異なることが多いといえよう｡そのため､平成3年

度までに設置された400の在宅介護支援センターか

ら地域や実績等を考慮して､40の施設 (特別養護老

人ホーム併設20カ所､老人保健施設併設10カ所､病

院併設10カ所)を対象とした調査が実施されている｡

全国社会福祉協議会高年福祉部 『在宅介護支援セン

ター相談活動実態調査』1994.3参照

3)従来から高齢者の在宅福祉サービスについて､ケ

ースマネージメントを在宅介護支援センターの実施

と関連づけた最初の文献として以下の文献があげら

れる｡高齢者在宅ケア ･ケースマネージメント研究

班 『中間報告』1991.3

また､在宅介護支援センターとケースマネージメ

ントとの関連からまとめられた最近の文献からいく

つかを掲げておくこととする｡

･白樺政和 ｢在宅介護支援センタ-の課題｣

『月刊地域福祉情報』ジャパン通信社､

･ケースマネージメント研究会

『ヶ-スマネージャ要請の課題』全社協､1993

496

･ 『月刊福祉』1994年 1月号より

特集 :検証- ケースマネージメントの可能性

- く事例からケースマネージメントを見る〉

(1)福森 潔 (八尾市在宅サービス供給ステ

ーションディレクター)

｢最も有効で､かつ必要な援助技術｣

(2)奥西栄介 (芦屋ホームケアセンター副セ

ンター長) ｢地域ネットワークにおけるケ

ースマネージメント｣

(3) 中西昌弘 (三鷹市在宅介護支援センター

ソーシャルワーカー) ｢在宅介護支援セン

ター専門委員会での援助計画策定｣

(4) 室田人志 (愛知県厚生連昭和病院MSW

主任)

｢医療から保健福祉への統合化を推進｣

4)本文でも指摘しているように､在宅介護支援セン

ターは､その役割や機能を整理し､これを実践につ

なげていくという視点から､最近その指針となる手

引きが出版されている｡また､各地域の実践事例を

紹介しているQ全国社会福祉協議会高年福祉部 『在

宅介護支援センター運営の手引き』1993.2参照

5)在宅介護支援センターの事例については､以下の

文献がケースマネージメントの視点から有意義にま

とめられている｡

･白樺政和編著 『在宅介護支援センターに学ぶケー

スマネージメント事例集』中央法規出版､1993.9

6)白澤氏は､保健 ･医療 ･福祉の統合の視点から､

従来の福祉事務所が中心として行うサービスの形態

から､保健所と福祉事務所を統合したものとも考え

られる保健福祉センターの構想を提案している｡な

お､神奈川県の横浜市では､総合相談窓口を保健所

と福祉事務所の担当者が対応して行っている｡これ

らの議論についての詳細な内容は､以下の文献を参

照｡

･白樺政和 ｢公的保健と福祉の連携から統合への動

向-ケ-スマネ-ジメントの視点から-｣ 『月刊

地域福祉情報』17 ジャパン通信社､1993.

･白樺政和 『ケースマネージメントの理論と実際』

中央法規出版 1992.10
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相 談援助 携能 を中心 とす る在宅 介護 支援 セ ンターの地 域別 比 較

名 称 栓 本 市 旭川市在宅介諌支援 保 谷 市 鹿 市 川崎市長沢壮寿の里 川 崎 市 和 楽 薦 横 浜 市 二 ツ 橋
在宅介護支援センター セ ン タ ー 誠 徳 園 在宅介護支穣センタ- 在宅介護支援センター 在宅介護支援センター 在宅介護支援センター 在宅介護支援センタ-

設立年月 90年 5月 90年11月 91年2月 91年5月 91年10月92年 8月特養母体移行 91年10月 91年12月

母体施設 韓養真寿園 特養誠徳園 特養緑寿園 特義弘済園(養護､軽費) 特養長沢壮寿の里 特養和楽館 横浜市社協

在宅サービス ショー トステイデイサービス ショー トステイ ショー トステイ デイサービス デイサ-ビスショー トステイ デイサービス デイサ-ビス
在宅介護指導 デイサービス シヨ- トステイ ショー トステイ 福祉 .保健等の活動 と

ティサ-ビス ホームヘルプサービス 配食サービス 配食サービス 交流

行救の位置付け要綱にj:る方針 松本市在宅介護支援セ 旭川市在宅介護支援セ 市の高齢者在宅サービス 三鷹市在宅介護支援セ 市の運営事業実施要綱 市の運営事業実施要綱 市の在宅支援サービス

ンタ-運営事業要綱に ンタ-運営事業要綱に 調整推進事業に基づ く ンタ-運営事業要綱に に基づ く センター事業要綱に基

基づ く ;軍l告 基づ く ホ-ムヘル78サービスノヽ ⊥- 基づ く に基づ く 自主事業に基づ く ー11

実施王体は市､疋巳呂を委託､高齢者サービス 実施主体は市､運営を は保倉市筒齢者ホーム-ルプサービス事業運 実施主体は市､運営を委託 在宅介護支援セ 実施主体は市 運営を 実施主体は市､運営を 設置主体は市､運営は

調整チーム参加 (在宅介護支援センター調整会議) 委託､高齢者サービス調整チーム参加 営要綱に基づ く高齢者サ-ビス調整チーム参加 ンタ-運営協議会 .専門委員会を設置 委託 委託 社協に委託

事業目的 在宅介護相談､サービス紹介､公的サービス 在宅介護に関する総合 在宅介護相談､公的サ 在宅介護相談､サービス紹介 公的サービス 在宅介護相談,公的サ 在宅介護相談､公的サ マクロ的視点からの福

的相談､行政機関､サ -ビス利用申請代行､ -ビス利用申請代行､ -ビス利用申請代行､

利用申請代行､介護機 -ビス実施機関との連77 介護機器の紹介､斡旋､ 利用申請代行､介護機 介護機器の紹介､斡旋､ 介護機器の紹介､斡旋､一̂ 機関 サ- 小 突 社 .保健に関する相談

器の紹介､斡旋 絡調整､介護機器の紹介､斡旋 ホームヘル7pサーヒス 器の紹介､斡旋 イ丁政機関､サーヒス実施機関との連絡調整 イ丁政 ､ ヒス施機関との連絡調整

敬具体制 ソーシャルワーカーと ソーシャルワーカーと ソーシャルワ-カ-2名､保健婦 1名､非常勤事務員1名 常勤- ソ-シャルワ-カ-､ ソ-シャルワ-カ-､ ソーシャルワーカー､ 所長､コーディネーター､寮母2､運転手､看護婦､介助貝6(非)､
看護婦､計2名 看護婦､兼務指導員､ ルパ-2名 非常勤- 看護婦､介護福祉士､ 看護婦､指導員､事務 看護婦､兼務指導員､ 調理員2(非)､サブコ

計3名 ルパー15名､計21名計21名 計3名 職兼運転手､計 4名 運転手､計 4名 -デイネ-タ-12(非)計23名

相談経路 電話､来所､訪問 電話､来所､手紙､訪問 電話､来所､訪問 (初回は必ず)､文書 電話､来所､訪問､文書､その他 電話､来所､訪問 電話､来所､訪問 電話､来所

相談内容 ショー トステイ､デイ ショー トステイ､デイ 各種在宅サービス､介護相談､派遣業務 在宅サービスの利用､ 在宅サービスの利用､介護相談､介護用品､医療相談､移送サービス 在宅サ-ビスの利用､介護相談､介護用品､医療相談､移送サービス､配食サービス 介護相談､在宅サービ

サービスの利用に関す サービスの利用に関す 介護相談､介護用品､ ス利用､社会資源の間
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相談時間 24時間体制 24時間体制 8:30-18:00 9:00-17:00､電話は 24時間体制､夜間は特 24時間体制 9:00-21:00

22:00まで当直者(特養 養当直者(電話のみ)､緊急時センタ-職員宅に連絡､職員はポケットベル携帯 夜間は特養当直者 9:00-21:00日曜 9:00-17:00月曜休館
夜間は特養当直者 夜間は特養当直者 ケアセンター)､職員はポケットベル携帯 職員はポケットベル携帯

対応の特徴 匿名でも受付ける 在宅サービス組合センターに包括し､併設施設の医師､介護人と連携し､計3人でチーム編成 ホ-ムヘルプサービス 匿名でも受付ける 登録制､登録か-ド発行､歯科移送サ-ビス､支援計画策定までが業務地域ケアステーションとして在宅部門を統合､計13人が関われる 登録制登録カー ド発行 医療､保健の専門家による相談日の設定

県外の家族からも受付 の実施 利用者のつなぎに必要 医療機関移送サービス 紹介元を確認す′るが匿

ける 必ず初回訪問する な生活をアセスメント ホームケアステーシヨ 名も受付ける

相談内容は多岐 看護職モデル体系 すること ンとして在宅ケア部門を統合 一般住民の地域拠点機能を重視

相談協力員 民生委員 民生委員老人クラブ役員 民生委員 民生委員 民生委員､ミニデイサービス実施者､老人クラブ友愛訪問月 民生委員､ミニデイサ-ビス実施者､老人クラブ友愛訪問貝

他の社会資源との関わ り 地域内の社会資源との 地域内の社会資源との 医療機関､行政との連携がとれているo 関係機関からの紹介が5割弱と多い 地域の社会資源が豊富 捻合センターの中にあり行政､保健所､社協等との連携はよくとれている 行政､社協､保健所､ 行政､保健所､医療機

連携のバランスが十分 連携のバランスが十分 で連携もよくとれてい 医療機関間組織との連 関､民間組織との連携

にとれていない にとれていない る 携はとれている はとれている

記録様式 等相談カ｢在宅介護相談カー-ド｣節 .継続の別無し ｢相談受付簿｣ ｢在宅介護支援事案(相談用紙(1)｣コ｣ド化記入により､コンピュータ管理可能､援助関係図有り ｢在宅介護支援センター相談記録｣戟 .継続の別無し ｢在宅介護支援センター業務日誌｣､｢ケース連絡表｣､｢両横相談 .電話相談記録｣､｢訪問記録｣､｢ケース記録｣､ ｢フェースシー ト､心身状況､ADL､朽食.介護状況の一覧表｣ ｢相談記録か-ド｣

節 .継続の別有り 1週間のサービス提供スケジ土-ル釈 .継続の別無しケア指示表 ｢利用者世帯状況表｣､｢利用者台帳｣､登録制のため保健所型のカルテ式の様式で継続する形 登録制のためカルテ式の様式で継続的にファイル管理している 新 .継続の別無し

管轄地域 松本市とその近郊町村､県外 旭川市 保谷市 三鷹市 川崎市多摩区､宮前区 川崎市高津区､中原区､宮前区の一部 横浜市瀬谷区)(93.4-)

地域特性 地方都市 地方都市 都下の市 都下の市 政令指定都市 政令指定都市 政令指定都市

人口規模 202,011人 359,000人 95,690人 162,179人 346,902人(多摩､宮前) 334,987人(中原､高津) 121,319人(瀬谷区)

高齢化率 14.3% 12.3% ll.7% ll.1% 6.4% 8.7% 8.0%

._L主.高齢化率 1,152,639人(川崎市全域)8.4% 1,152,639人(川崎市全域)8.4% 3,255,781人(横浜市全域)8.6%

-
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平成五年度 在宅介護支援センター実態調査 (速報)

表1 設置の根拠 前回調査

市町村の条例 .規則 70カ所 16.8%

市町村の設置(運営)要綱 290カ所 69.7%

実施団体の定款 .規程 49カ所 ll.8%

そ の 他 6カ所 1.4%

無 回 答 1カ所 0.2%

表2 運営主体

社会福祉法人 321カ所 77.2%

医療 法 人 57カ所 13.7%

そ の 他 38カ所 9.1%

無 B] 答 . 0カ所 0.0%

表3 支援センターの母体施設 前回調査

特別養護老人ホーム 308カ所 74.2%

老人保健施設 59カ所 14.2%

病 院 34カ所 8.2%

そ の 他 15カ所 3.6%

無 回 答 0カ所 0.0%

合 計 416カ所 100%

表4 運営主体が行っている在宅サービス

(複数回答) 前回調査

ホーム-ル70サービス 244カ所 58.7%

デイサービス 337カ所 81.0%

ショー トステイ 379カ所 91.1%

入浴サービス 245カ所 58.9%
(適所､訪問)

給食サービス 169カ所 40.6%
(通所､訪問)

潅たきり老人訪問看護 . 104カ所 25.0%
指導

機 能 訓 練 130カ所 31カ所

デ イ ケ ア 96カ所 23カ所

注)%の母数は416

表5 老人訪問看護ステーションの実施状況 前回調査

実施している(予定含む) 58カ所 13.9%

実施していない 353カ所 84.9%

無 回 答 5カ所 1.2%

表6 夜間の職員体制

母体施設の夜勤者だけに.260カ所 62.5%
よる対応

母体対設の職員と支援セ 114カ所 27.4%ンタ-専任職貝を一体に

した夜勤体制による対応

支援センター専任職貝だ 7カ所 1.7%
けによる対応

そ の 他 35カ所 8.4%

合 計 416カ所 100%

表 7 夜間体制の工夫(複数回答) 前回調査

ポケットベルの利用 144カ所 34.6%

携帯電話の利用 25カ所 6.0%

転送電話の利用 72カ所 17.3%

職員への電話連絡 303カ所 72.8%

そ の 他 44カ所 10.6%

注)%の母数は416

ー130-



六披羅詩朗 在宅介護支援センターの位置と役割

表8 相談延べ件数 (相談者別) 〔1カ月平均件数〕

500

電 話 面 接 日 計 左 の 内夜間緊急対応計 来 所 訪 問

相談者 家 族 ll.84 18.71 10.21 8.50 30.55 (58.1%) 0.45

本 特 養 12.82 18.50 9.10 9.40 31.32 (57.5%) 0.54

老 健 8.65 19.19.12.97 6.22 27.84 (64.0%) 0.12

病 院 9.08 20.88 15.08 5.80 29.96 (54.6%) 0.30

そ の 他 9.71 15.76 12.ll 3.65 25.47 (59.1%) 0.31

本 人 事 1.53 9.25 3.50 5.75 10.78 (20.5%) 0.05

特 養 1.56 10.22 3.75 6.47 ll.78 (21.6%) 0.06
老 健 1.33 5.69 1.79 3.90 7.02 (16.1%) 0.00

病 院 1.92 6.79 3.63 3.16 8.71 (15.9%) 0.02

そ の 他 0.92 8.82 5.56 3.26 9.74 (22.6%) 0.04

関 係 機 関 3.43 2.47 1.26 1.21 5.90 (ll.2%) 0.02

特 養 3.51 2.74 0.93 1.81 6.25 (ll.5%) 0.03
老 健 2.65 3.12 1.70 1.42 5.77 (13.3%) 0.01

病 院 4.09 4.37 3.19 1.18 8.46 (15.4%) 0.00
そ の 他 3.63 3.48 2.59 0.89 7.ll (16.5%) 0.05

相談協力員 0.95 0.82Lo.42 0.40 1.77 (3.4%) 0ー01

特 菱 1.00 0.87 0.40 0.47 1.87 (3.4%) 0.02
老 健 0.50 0.34 0.17 0.17 0.84 (1.9%) 0.00

病 院 1.59 1.50 1.20 0.30 3.09 (5.6%) 0.00

そ の 他 0.08 0.13 0.10 0.03 0.21 (0.5%) 0.00

そ の 他 1.23 2.32 0.89 1.43 3.55 (6.8%) 0.06

特 養 1.25 2.59 0.79 1.80 3.84 (7.1%) 0.08
老 健 0.90 1.14 0.77 0.37 2.04 (4.7%) 0.00

病 院 2.04 2.67 2.35 _0.32 4.71 (8.6%) 0.00

そ の 他 0.32 0.24 0.21 0.03 0.56 (1.3%) 0.04

合 計 18.98 33.56 16.27 17.29 52.54 (100.0%) 0.60
36.1% 63.9% 31.0% 32.9% 100.0%) 1.1%

特 養 20.15 34.30 14.97 19.33 54.45 (100.0%) 0.73
老 健 14.03 29.49 17.39 12.10 -43.52 (100.0%) 0.14
病 院 18.71 36.20 25.45 10.75 54.91 (100.0%) 0.32

そ の 他 14.68 28.43 20.58 7.85 43.ll (100.0%) 0.44

注1)未回答などがあったため､表9の合計件数とは一致しない｡
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表9 相談延べ件数 (相談内容別)〔1カ月平均件数〕

相 言炎 内 容 特別葦讃老人ホーム -老人保健施設 病 院 そ の 他 合 計

G)介護方法や介 相談件数 (A) 7.94(14.2%) 6.07(12.3%) 6.84(ll.3%) 3.02( 6.7%) 7.43(13.5%)

護の悩みに関 痴呆の再掲(B) 211381(16.7%) 1_71(15.1%) 1124.59(20.8%) 001.86(10.9%) 2.50(16.6%)
する相談 取次件数 (C) ll 0.44 .70 04 1.02

取次率(C/A) 9% 7.2% .8% .3% 13.6%

②医療に関す る 相談件数 (A) 2001815( 3.9%) 3.22( 6.5%) 7023576(12.8%) 200ll68( 6.0%) 2.75( 5.0%)相談 痴呆の再掲(B) 68( 4.0%) 0132.79( 7.0%) .99(12.9%) 74( 9.4%) 0024.72( 4.8%)
取次件数 (C) 39 06 .75 30 67

③高齢者や 介護 相談件数 (A) 200878( 5.0%) 3001303( 6.1%) 400346( 7.3%) 200146( 5.5%) 200894( 5.4%)

者の健康に関 痴呆の再掲(Bp) 60( 3.6%) .25( 2.2%) 45( 5.9%) 04( 0.5%) .52( 3､5%)
取次件数 (C) .23 41 .17 04 .25
取次率 (C/A) 2% 5% 8% .6% 5%

④サ- ビスの照 相孟炎件数 (A) 4.47( 8.0%) 30021.51( 7.1%) 8.64(14_2%) 5_12(ll.4%) 41015_64( 8.5%)

会等全般に関 痴呆の再掲(B) 1.35( 8.0%) 67( 5.9%) 0.88(ll.5%) 0.26( 3_3%) .18( 7.8%)
す る相談 取次件数 (C) 1.19 .76 2.10 0.18 .73

取次率(C/A) 13.5% .7% 24.2% 3.5% 7%

⑤ ホーム-ル70 相談件数 (A) 2.40( 4.3%) 1.14( 2.3%) 3.67( 6.0%) 1.90( 4.2%) 2012528( 4.2%)サー ビスの利 痴呆の再掲(B) 0021.56( 3.3%) 0.15( 1.3%) 0135.27( 3.5%) 005.14( 1.8%) .46( 3.1%)
用 取次件数 (C) 51 0.62 .29 .10 57

取次率(C/A) .0% 53.9% 2% .2% 0%

⑥ティ サ- ビス 相談件数 (A) 5112280(10.4%) 2.14( 4.3%) 10028.59( 2.6%) 41012.46( 9.9%) 41222.87( 8.9%)の利用 痴呆の再掲(ち) 68(10.0%) 0017.39( 3.4%) .22( 2.9%) .34(17.0%) .36( 9.0%)
取次件数 (C) 32 37 46 54 09
取次率(C/A) 8% 1% 6% 1% 2%

⑦ ショー トステ 相談件数 (A) 93226.35(16.8%) 26559( 5.2%) 3.26( 5.4%) 610198(15､5%) 7.76(14.1%)

イの利用 痴呆の再掲(B) .34(19.8%) .7 ( 6.2%) 0.78(10.2%) .46(18.6%) 2.68(17.8%)
取次件数 (C) 47 68 .10 0.57
取次率(C/A) .3% .0% .4% 33.1%

⑧入浴サービス 相談件数 (A) 1.57( 2.8%) 46.8 ( 1.6%) 1.0 ( 1.6%) 0.86( 1.9%) 1.39( 2,5%)(適所､訪問) 痴呆の再掲(ち) 008.45( 2.7%) .23( 2.0%) 0022.22( 2.9%) 000.18( 2.3%) 0.39( 2.6%)
の利用 取次件数 (C) .13 .37 .22 0 0.17

取次率(C/A) 1% .6% 1% 0 % 12.2%

⑨給食サー ビス 相談件数 (A) 00016.'29( 0.5%) 0.09( 0.2%) 0005408( 0.1%) 00010004( 0.1%) 0.24( 0.4%)(通所､訪問) 痴呆の再掲(B) 05( 0.3%) 8402( 0.2%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0.04( 0.3%)
の利用 取次件数 (C) 05 07 04 04 0.05

取次率(C/A) .9% .6% .5% 0% 22.1%

⑲潅たきり老人 相談件数 (A) 1007.13( 2.0%) 190.6 (39.6%) 10015.33( 2.2%) 00033.18( 0.4%) 1.25( 2.3%)

訪問看護 .指 痴呆の再掲(B) .20( 1.2%) .77( 6.8%) .19( 2.5%) 0 ( 0.0%) 0.29( 1.9%)

導の利用 取次件数 (C) 09 01327 21 06 0.12取次率(C/A) 7% 6% 5% 3% 9.9%

⑪老人訪問看護 相談件数 (A) 0.25( 0.4%) 0.28( 0.6%) 0.74( 1.2%) 0.06( 0.1%) 0.29( 0.5%)

ス7--シヨン 痴呆の再掲(B) 0.03( 1.2%) 0.05( 0.4%) 0.04( 0.5%) 0.02( 0.3%) 0031.16( 1.1%)
の利用 取次件数 (C) 0.06 0.13 0.33 0.0 09

取次率 (C/A) ~24.3% 45.2% 44.2% 0.0% .2%

⑲機能訓練サ- 相言炎件数 (A) 0.20( 0.4%) 0.68( 1.4%) 0.26( 0.4%) 0.64( 1.4%) 00024.29( 0.5%)ビスの利用 痴呆の再掲(B)､1 0015.12( 0一2%) 0037.30( 2.6%)26 003802( 0.3%) 0000 ( 0.0%) 07( 0.5%)取次 牛数 (C)取次率 (C/A) 036% 7% 108% 00% .074%

⑬デイケアの利 相談件数 (A) 0004318( 0.3%) 2003762( 5.3%) 0002669( 1.1%) 000058( 1.3%) 0023662( 1,1%)
局 痴呆の再掲(B)取次件 .33( 0.7%) .98( 8.6%)97 16( 2.1%) 42( 5.3%) 27( 1.8%)

′ 数 (C)取次率 (C/A) 087% 1% 180% 00% 236%

⑲福祉機器の利 相談件数 (A) 6123251(ll.7%) 9122907(18.3%) 8034424(13.6%) 1011 (22.5%) 7.15(13.0%)

用 痴呆の再掲(B) 03( 7.9%) 55(13.7%) 75( 9.8%) 34(17.0%) 1.32( 8.8%)

取次件数 (C) 14 65 64 22884 0.35取次率 (C/A) 8% 2% 1% 1% 32.9%

⑮住宅の増改築 相談件数 (A) 0.23( 0.4%) 0.44( 0.9%) 0.49( 0.8%) 0.52( 1.2%) 0.29( 0.5%)

痴呆の再掲(B) 0.28( 0.2%) 0.02( 0.2%) 0.03( 0.4%) 0.06( 0.8%) 003303( 0.2%)
取次件数 (C) 0,08 0.21 0.05 0.02 10
取次率 (C/A) 35.9% 46.9% 10.2% 3.8% 8%

⑲.老人保健福祉 相談件数 (A) 3.03( 5.4%) 6.29(12,7%) 4.30( 7.1%) 1.84( 4.1%) 3112461( 6.6%)施設の入所､ 痴呆の再掲(B) 1022 5( 7.6%) 213016(19.0%) 012879(10.3%) 042( 5.3%) 36( 9.0%)利用 取次件数 (C) 68 90 21 0204 90取次率(C/A) 3% 1% _ 1% 1% 7%

⑫ その他 相談件数 (A) 7211946(13.4%) 5001262(ll.3%) 7012343(12.2%) 305 ( 7.8%) 7106(12.9%)

痴呆の再掲(B) 87(12.7%) 60( 5.3%) 27( 3.5%) 58( 7.4%) 72(ll.4%)

取次件数 (C) 48 68 78 0208 1234取次率(C/A) 8% 1% 1% 2% 189%

A 計 相言炎件数 (A)痴呆の B) 5575(100.0%)0%) 49.ll54(100.0%)35 % 6078(100.0%)0%) 4494(100.0%) 54.85(100.0%)%

再掲(取次件数 (C) 16ll87(100.45 12 (100.0)85 72265(100.60 74986(100.0%)38 15.06(100.0)31

注 1)一部未b]答などがあったため､表 8の合計件数 とは一致 しないO
注2)その他には ｢不明｣｢無回答｣ を含むO
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表10 公的保健福祉サービスの利用申請 (代行)手続きの実施件数 〔1カ月平均〕

502

サ ー ビ ス の 種 類 特 養 老 優 病 院 その他 合 計

ホームヘル70 利用申請 (代行)件数 (A) 0.99 0.63 1.31 0.88 0.96母体施設のサ-ビス提供件数 (B) 0.63 0,07 0.ll 0.16 0.50

母体施設でのサービス提供率(B/A) 63.3% ll.7% 8.3% 29.5% 52.0%

デイサービス 利用申請 (代行)件数 (A) 2.46 1.38 0.63 1.41 2.14母体施設のサービス提供件数 (ち) 2.01 1.10 0.03 0.19. 1.70

母体施設でのサ-ビス提供率(B/A) 81.6% 79.5% 5.3% 84.0% 79.7%

ショー トステイ 利用申請 (代行)件数 (A) 5.59 1.47 1.23 3.01 4.60母体施設のサービス提供件数 (B) 4.39 1.09 0.32 1.80 3.54

母体施設でのサービス提供率(B/A) 78.4% 74.2% 26.3% 59.7% 76.7%

入浴 (適所､訪問)サービス 利用申請 (代行)件数 (A) 0.40 0.35 0_67 0.20 0.41
母体施設のサービス提供件数 (B) 0.29 0.22 0.08 1.10 0.26

母体施設でのサ-ビス提供率(B/A) 72.2% 63.7% 12.0% 50.0% 63.2%

給食 (適所､訪問)サービス 利用申請 (代行)件数 (A) 0.ll 0.01 0.03 0.03 0.09
母体施設のサービス提供件数 (B) 0.09 0.01 0.00 0.00 0.07

母体施設でのサービス提供率(B/A) 81.7% 100.0% 0.0% 0.0% 79.7%

寝たきり老人訪問看護 .指導 利用申請 (代行)件数 (A) 0.33 0.63 0.76 0.05 0.39
母体施設のサービス提供件数 (B) 0.08 0.52 0.63 0.01 0.18

母体施設でのサ-ビス提供率(B/A) 25.3% 82.3% 83.6% 25.0% 46.6%

老人訪問看護ス 利用申請 (代行)件数 (A) 0.01 0.05 0.26 0.ー02.､ 0.04
母体施設のサ-ビス提供件数 (B) 0.00 0.05 0.20 0.01 0.03

丁ーン′ヨン 母体施設でのサービス提供率(B/A) 38.0% 100.0% 77.7% 50.0% 74.4%

機能訓練 利用申請 (代行)件数 (A) 0.08 0.14 0.12 1.15 0.13母体施設のサービス提供件数 (B) 0.04 0.09 0.01 1.05 0.08

母体施設でのサ-ビス提供率(B/A) 51.8% 62.5% 12.0% 91.3% 61.3%

デイケア 利用申請 (代行)件数 (A) 0.05 0.82 0.36 0.16 0.18母体施設のサービス提供件数 (B) 0.03 0.82 0.23 0.16 0.16

母体施設でのサ-ビス提供率(B/A) 50.4% 100.0% 64.4% 100.0% 87.0%

そ の 他 利用申請 (代行)件数 (A) 1.27 1.67 1.80 2.05 1.39母体施設のサービス提供件数 (B) 0.33 0.27 0.03 0.10 0.29

母体施設でのサ-ビス提供率(B/A) 26.4% 16.0% 1.5% 4.8% 21.1%

合 計 利用申請 (代行)件数 (A) ll.30 7.10 7.17 8.61 10.32母体施設のサービス提供件数 (B) 7.90 4.25 1.66 4.59 6.80
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表11 利用申請窓 口としての機能

保健福祉サービスの利用申請書 372カ所 89.4%
を支援センターに常傭している

(丑ホーム-ルプサービス 312カ所 (83.9%)

③ショー トステイ 348カ所 (93.5%)

③入浴(適所､訪問)サービス 237カ所 (63.7%)

⑤給食(適所､訪問)サービス 114カ所 (30.6%)

⑥雇たきり老人訪問看護.指導 61カ所 (16.4%)

⑦老人訪問看護ステーション 45カ所 (12.1%)

⑧機能訓練 68カ所 (18.3%)

⑨デイケア 81カ所 (21.8%)

⑲そ の 他 147カ所 (39.5%)

常備していないが必要に応じて 38カ所 9.1%
対応している

無 回 答 6カ所 1.4%

表12 利用申請手続 き代行の機能

手続き代行する対象者やサービ 62カ所 9カ所 9カ所 1カ所 77カ所

スの種類 .範囲を決めている (20.1%) (15.3%) (14.7%) (6.7%) (18.5%)

特に決めず必要に応じ対応して 227カ所 49カ所 46カ所 11カ所 308カ所

いる (73.7%) (78.0%) (70.6%) (73.3%) (74.0%)

利用申請手続き代行は行ってい 15カ所 3カ所 3カ所 3カ所 26カ所

ない (4.9%) (5.1%) (14.7%) (20.0%) (6.3%)

無 回 答 4カ所 1カ所 1カ所 0カ所 5カ所
(1.3%) (1.7%) (0.0%) (0.0%) (1.2%)

表13 市町村行政 との関係 (複数回答)

特 養 老 健 病 院 その他 合 計

平日の対応にづいて対応手順を 79カ所 6カ所 7カ所 1カ所 93カ所

定めている (25.6%) (10.2%) (20.6%) (6.7%) (22.4%)

休 日等の対応について対応手順 51カ所 4カ所 4カ所 1カ所 60カ所

を定めている (16.6%) (6.8%) (ll.8%) (6.7%) (14.4%)

手続き代行するサービスの種類 91カ所 20カ所 8カ所 3カ所 122カ所

と範囲を定めている (29.5%) (33.9%) (23.5%) (20.0%) (29.3%)

必要に応じ対応している 186カ所 39カ所 23カ所 13カ所 261カ所
(60.4%) (66.1%) (67.6%) (86.7%) (62.7%)

その他 3カ所 0カ所 2カ所 1カ所 6カ所
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表14 サービスの適用調整の状況

特 養 老 健 病 院 その他 合 計

サービス計画等を立案する定型 71カ所 12カ所 3カ所 3カ所 141カ所
化した用紙がある (31.8%) (38.7%) (23.1%) (30.0%) (33.9%)

母体施設のサービスが利用可能 144カ所 23カ所 6カ所 7カ所 277カ所
か日常的にわかる (64.6%) (74.2%) (46.2%) (70.0%) (66.6%)

他機関のサービスが利用可能か 34カ所 6カ所 6カ所 0カ所 102カ所
日常的にわかる (15.2%) (19.4%) (46.2%) (0.0%) (24.5%)

困難ケース等の場合､随時相談 165カ所 29カ所 12カ所 8カ_所 336カ所
が出来る (74.0%) (93.5%) (92.3%) (70.0%) (80.0%)

他機関につないだ場合､その後 66カ所 11カ所 5カ所 3カ所 146カ所

の把握ができるる (29.0%) (35.5%) (38.5%) (30.0%) (35.1%)

評価会議等により､サービスの 42カ所 5カ所 3カ所 5カ所 104カ所
見直しを行っているo (18.8%) (16.1%) (23.1%) (50.0%) (25.0%)

表15 展示品 目

展 示 品 目 展示点数 1カ 所平均点数 構成比率

(彰ベッド 481 1.1 1.8%
(卦マットレス .エアパット床づれ防止 2,375 5.9 8.7%

③ねまき等寝具関連 3,228 8.0 ll.9%
④おむつ等排他関連 6,459 16.0 23.7%
⑤便座 .便器 .特殊尿器 2,242 5.5 8.2%

⑥浴槽 .入浴担架 1,789 4.4 6.6%
⑦卑いす .歩行器 .秩 3,288 8.1 12.1%
⑧機能訓練具 863 2.1 3.2%

⑨調理 .食事自助具 3,051 7.6 ll.2%
⑲補聴器 112 0.3 0.4%
⑪清拭具 .消臭剤 2,273 5.6 8.3%

⑲緊急通報装置 32 0.1 0.1%
⑬移動用リフト 79 0.2 0.3%
⑲その他 964 2.4 3.5%

合 計 27,236 67.4 100%

注)1カ所平均件数の母数は404

表16 展示品目の選定の方法 (複数回答)

法人やセンターで独自に選定 383カ所 92.1%

センタ-運営協議会で選定 10カ所 2.4%

高齢者総合相談センタ-等関係機関等の 16カ所 3.8%
協力を得て選定

その他 41カ所 9.9%

注)%の母数は416
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1 カ 所平均点数 構成比率

1.1 1.9%

2.0 3,3%
5.6 9.2%
10.4 17.3%
4.8 8.0%

0.7 1.1%

7.2 ll.9%
1.8 3.1%
7.1 ll,8%

0.3 0.7%
3.3 5.5%
0.2 0.3%

-..▲.- 一 %

15.9 26.3%
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表17 販売 ･紹介の方法 (複数回答)

業者委託等により販売 .斡旋 258カ所 62.0%

法人内の売店等で直接販売 59カ所 14.2%

カタログ等を置きメーカーを紹介 327カ所 78.6%

購入できる近 くの店を紹介 152カ所 36.5%

支援センター (母体施設)の備品を貸与 108カ所 26.0%
している

その他 16カ所 3.8%

表18 運営協議会設置の有無

設置している 269カ所 60.4%

設置していない (設整中) 147カ所 35.3%

表19 構成員 (予定 を含む)

分 類 人 数 平均人数 構成比

①老人福祉行政担当 472 1.6 12.1%
②保健行政担当 312. 1.0 8.0%
③医療行政担当 90 0.3 2.3%
④保健所 265 0,8 6.8%

⑤福祉事務所 279 0.9 7.2%
⑥医師会 279 0.9 7.2%

⑦社会福祉協議会 344 1.1 8.8%
⑧老人福祉施設 456 1.5 ll.7%
⑨老人保険施設 131 0.4 3.4%
⑲民生委員 684 2.2 17.5%
⑪その他 588 i.9 15.1%

合 計 3,900 13.0 100%

注)1カ所平均人数の母数は300

表20 高齢者サービス調整チームとの関係

参加している 293カ所 70.4%

運営協議会とは直接の関連はない 145カ所 (49.5%)

運営協議会と一部共有している 81カ所 (27.6%)

運営協議会と一体的に運営している 53カ所 (18.1%)

無回答 14カ所 (4.8%)I

参加していない 92カ所 22.1%

その他 19カ所 4.6%

無回答 12カ所 2.9%

合 計 416カ所 100%
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1.6 ll.3%
1.4 9.7%

･0.4 3.0%
1.0 7.6%
0.9 6.4%

1.9 6.9%
1.3 9.1% .

1.5 10.9%
0.3 2.5%
2.5 18.0%
2.0 14.7%

13.8 100%
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表21 相談協力員の設置の有無

設置している 288カ所 69.2%

設置していない (調整中) 128カ所 30.8%

表22 相談協力員の構成 (予定を含む)

分 頬 人 数 平均人数 構成比率

①民生委員 16,182 56.1 74.6%
②老人クラブ 1,210 4.2 5.6%
③自治会 837 2.9 3.9%

④商 店 214 0.7 1.0%
⑤郵便局 30 0.1 0.1%
⑥その他 3,222 ll.1 14.9%

注)1カ所平均人数の母数288

表23 相談協力員の確保の仕方 (複数回答)

行政が独自に確保した 168カ所 58.30/o

支援センターが独自に確保した 39カ所 13.5%

市町村行政と支援センタ二が協力して確 104カ所 36.1%
保した

支援センタ-と福祉関係団体と協力して 17カ所 5.9%
確保した

その位 13カ所 4.5%

注)%の母数288

洋文中の前回調査 とは､平成4年 7月､全国在宅介護

支援センター協議会 ･全国社会福祉協議会が実施 し

た ｢平成4年度在宅介護支援センター実態調査｣(有

効回答数278票､回収率69.5%)の調査結果であるo
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平均人数 構成比率

49.6 74.0%
5.1 7.6%
2.5 3.8%

0.6 1.0%
0.1 0.2%
9.0 13.5%

67.0 100%

506


